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１．はじめに 

 

 この概要版は、環境省が行った平成１４年度環境省政策評価をもとに、その内容をわか

りやすくかいつまみ、多くの方に見ていただけるよう編集を行ったものです。 

 政策評価は、行政機関が自分たちの政策の効果を測定・分析し、客観的な判断を行うこ

とにより、政策の見なおしや的確な企画立案、その実施に役立つ情報を提供するために行

うもので、「plan(企画立案)」、「do(実施)」、「see(評価)」という政策のマネジメントサイク

ルの中に組み込まれて実施されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●政策評価制度の導入の経緯 

○ 「行政改革会議最終報告」（平成９年１２月）において、政策の効果について、

事前・事後に厳正にかつ客観的な評価を行い、それを政策の企画立案に反映させ

る仕組みを充実強化する必要があるとの提言がなされ、政策評価制度は、中央省

庁等改革の大きな柱として導入が進められてきました。 

○ 平成１３年１月には、「政策評価に関する標準的ガイドライン」により、全政

府的な政策評価制度が導入され、さらに、平成１４年４月には、「行政機関が行

う政策の評価に関する法律」の施行により、本格的な政策評価制度が始まりまし

た。 

●政策評価制度の目指すもの 

①  国民本位の効率的で質の高い行政の実現  
国民のみなさんが求める必要最小限の費用で効果的・効率的な政策運営を

実現することです。 
②  国民的視野に立った成果重視の行政への転換  

職員の意識改革を進め、実際にもたらされる成果を重視する、国民のみな

さんにとって満足度の高い行政に転換することです。 
③  国民に対する行政の説明責任の徹底（アカウンタビリティー） 

政策評価の結果等を国民のみなさんにきちんと説明していくことで、透明

性が高く分かりやすい行政を徹底することです。 
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●環境省における政策評価の仕組み 

 事後評価 

国民の意見募集 

評価書、結果の 
反映状況の公表 

意見聴取 
して作成 

政策評価委員会 

企画・立案 実 施 
 

事後評価 
〔自ら評価〕 

 
次年度方向性 
施策毎評価 

政策の 
マネジメント 

サイクル 

評価結果を反映 
 
� 次年度重点施策検討 
� 予算等の企画・立案 

（Ｓｅｅ）

（Ｐｌａｎ） （Ｄｏ） 

事後評価シート作成 

 

� 達成状況、成果等 
を評価 

 事前評価 〔評価対象施策〕 

-公共事業  -政府開発援助（ＯＤＡ）

-研究開発  -新設の規制（環境省独自）

事前評価 
 

政策決定前に 
評価し、評価書

を作成。 
 

政策決定 
評価書の

公表 

� 公共事業 
� 研究開発 
� 政府開発援助 

� 新設の規制 
（環境省独自） 

〔評価対象施策〕 

-環境省の行った施策 

【目的】 
省の政策全体の進捗状況を把握・評価し、 新たな政策の企画立案及び既存

政策の見直しに活用すること。 

事前評価を行っ

た事業について

は、事業実施後、

事後評価の対象

となる。 
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２．平成１４年度政策評価のポイント 

 

  

１４年度の政策評価では、１４年度までに環境省が行った施策（４８施策に分類）につ

いて、あらかじめ施策毎に設定した目標の達成状況や施策の成果等について評価を行いま

した。また、この評価をもとに、１６年度に環境省が重点的に行うべき政策の方向性を示

しました。 

 

 

３．平成１４年度事後評価結果の概要 

 

 

環境省政策評価基本計画及び政策評価実施計画に基づき、環境政策体系に掲げる４８施

策について、あらかじめ設定した目標の達成状況を客観的な指標等によって測定を行い、

施策に係る現状及び課題等の分析を踏まえて事後評価を実施しました。 

ここでは、４８施策毎に、予算額、目標（下位目標）、指標（参考指標）、実績値、目

標値、達成状況及び評価結果の概要について取りまとめました。 
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Ⅰ 環境への負荷が少ない循環と共生を基調とする経済社会システムの実現 

 

施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

  2008 年から 2012 年の温室効果ガスを基準年（1990 年、代替フロン等

３ガスについては 1995 年）比６％削減（京都議定書の削減約束）する。

温室効果ガスの総排出量 

（百万トン（ＣＯ２換算）） 

1,332     

(H12 年度)

1,159     

(2008 年～

2012 年) 

(下位目標１) 
 2008 年から 2012 年のエネルギー起源二酸化炭素の排

出量を 1990 年比で総排出量の２％相当分削減する。 

エネルギー起源二酸化炭素排出量  

（百万トン（ＣＯ２換算）） 

1,160      

（H12 年度）

1,023     

(2008 年～

2012 年) 

(下位目標２) 

 2008 年から 2012 年の非エネルギー起源二酸化炭素、メ

タン及び一酸化二窒素の排出量を 1990 年度比で総排出

量の 0.5％相当分削減する。 

非エネルギー起源二酸化炭素、 

メタン及び一酸化二窒素の排出量  

(百万トン（ＣＯ２換算）) 

136.3   

（H12 年度）

131     

(2008 年～

2012 年) 

(下位目標３) 

 2008 年から 2012 年の代替フロン等 3 ガスの排出量を

1990 年度比で総排出量の２％相当分程度の増加に抑制

する。 

代替フロン等 3 ガスの排出量    

(百万トン(ＣＯ２換算) 

35.6    

（H12 年度）

73     

(2008 年～

2012 年) 

(下位目標４) 
 2005 年中までに全都道府県に都道府県地球温暖化防

止活動センターを設置する。 

都道府県地球温暖化防止活動推進

センターの設置数 

13     

(H14 年度)

47      

(2005 年）

(下位目標５) 
 2005 年以内に地球温暖化防止活動推進員の登録者数

を 4,000 名程度とする。 

地球温暖化防止推進員登録者数

（名） 

2,496    

(H14 年度)

4,000    

(2005 年)

(下位目標６) 

 我が国における京都メカニズム（ＣＤＭ・ＪＩ・排出量取引）

活用のための体制整備を進めるとともに、事業者等の各

主体の京都メカニズムへの関心や理解を深め、京都メカ

ニズムの活用のための我が国の取組を加速する。 

－ － － 

(下位目標７) 
 京都議定書の削減約束達成に向けて、関係各国との情

報交換を密に行い、国際協力及び経験交流に努める。 
－ － － 

（1） 
地球温暖化

対策 
1,050

(下位目標８) 

 京都議定書第一約束期間における温室効果ガスの吸収

量として、地球温暖化対策推進大綱に記載されている目

標である 3.9％（1,300 万炭素トン）を確保する。 

温室効果ガスの吸収量 

(万トンＣ) 
（未測定）

1,300 

(2008 年～

2012 年) 

 2000 年で基準年(1990 年)比約８％

増加している。  

二酸化炭素排出量を部門別に見る

と、二酸化炭素排出量の約４割を占

める産業部門（工業プロセス(基準年

比で減少）を除く。）からの排出は1990

年比で 0.9%、運輸部門は 20.6％及び

民生（家庭）部門は 20.4％の増加とな

っている。 

 京都議定書６％削減約束を達成す

るには、基準年比総排出量の 14％分

の追加対策が必要であり、増加が続

いている運輸・民生部門における二酸

化炭素排出量の抑制対策を中心に、

なお一層の排出削減に向けた取組を

進 め て い か な け れ ば な ら な い 。  

地球温暖化対策推進大綱に盛り込ま

れた第１ステップ(2002 年～2004 年）

において行うべき施策を着実に推進し

ていくとともに、第２ステップに向けて

対策の評価・見直しを行い、その結果

に基づき、必要に応じて追加的対策を

導 入 し て い く こ と が 重 要 で あ る 。  

また、国際的取組としては、米国や開

発途上国を含むすべての国が参加す

る共通のルールが構築されるよう、引

き続き最大限の努力を傾ける必要が

ある。 

 オゾン層の状況等の監視を行うとともにオゾン層破壊物質の大気中への放

出を抑制し、オゾン層の保護・回復を図る。 

(参考指標)      

南極オゾンホールの面積   

（万ｋｍ２） 

2054     

(H14 年度)
－ 

(下位目標１) 
オゾン層等の状況を把握し、オゾン層破壊物質の規制

効果を評価する。 
－  － 

(下位目標２) オゾン層破壊物質の排出抑制・使用合理化を進める。 
ＨＣＦＣ(ﾊｲﾄﾞﾛｸﾛﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ) 

消費量（ＯＤＰトン） 

3,500    

(H14 年) 

3,615    

(H16 年) 

全廃   

(2020 年)

(下位目標３) 
機器等の廃棄時におけるフロン類の適切な回収・破壊

の実施の確保を図る。 
－  － 

1

地
球
規
模
の
環
境
の
保
全 

(2) 
オゾン層 

保護対策 
123 

(下位目標４) 
アジア地域の途上国のモントリオール議定書遵守のた

め、日本の経験を生かした支援を行う。 
－  － 

 国内２地点におけるハイドロフルオ

ロカーボン(HFC)及びオゾン層破壊物

質の大気中濃度、オゾン・レーザーレ

ーダー等による大気オゾン全量の測

定を行った。また、オゾン層保護法関

連法令を改正し、ハイドロクロロフル

オロカーボン（HCFC）の削減を強化し

た。これらの取組により、我が国の大

気中におけるクロロフルオロカーボン

(CFC)濃度はほぼ横這い、または減少

してきている。一方、ＨＣＦＣ及びハロ

ンの大気中濃度は増加の傾向にあ

る。また、我が国、特に札幌上空のオ

ゾンは依然として減少傾向にある。 

ＣＦＣ（ｸﾛﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ：いわゆるフ

ロンの一種）等のオゾン層破壊物質に

ついては、既に大気中濃度が低下し

ているものもあり、オゾン層破壊物質

の生産・消費の規制及び回収・破壊

等の推進を通じた総合的な対策は有

効であると考えられる。一方、オゾン

層の減少は継続しており、また、ＨＣＦ

Ｃ(ﾊｲﾄﾞﾛｸﾛﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ)やハロンの

大気中濃度は増加傾向にあることか

ら、引き続きオゾン層保護対策を実施

していく必要がある。 

注：目標・指標については、数値が大きいほうが良いもの(例．環境基準達成率、リサイクル量等)と小さいほうが

良いもの（例．温室効果ガスの総排出量、不法投棄件数等）がある。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

東アジア地域を中心に、国際的な連携の下でのモニタリング、調査研究等

の国際協力を進め、酸性雨による環境影響を防止する。 
－  － 

(下位目標１) 
  東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）の活

動を推進する。 

EANET モニタリング 

（酸性沈着） 

地点数 

44      

(H14 年度)
検討中 

(下位目標２) 
  酸性雨による環境影響を把握するための国内モニタリ

ングによるデータを取得する。 

（参考指標） 

国内酸性雨モニタリング地点数 

48      

(H14 年度)
31 

(3) 
酸性雨 

対策 
526 

(下位目標３)  酸性雨に関する国際協力を推進する。 
EANET 分析精度管理目標達成率

(％) 

93.5     

(H13 年度)
100 

EANET 参加国は１ヶ国増加し、酸

性雨モニタリング地点は１地点増加し

た。国内モニタリングによりデータを取

得するとともに、長期モニタリングとし

て適切なモニタリング体制に移行する

ための整備を行った。また、EANET 参

加国における酸性雨モニタリングの技

術的能力向上のための協力を進め

た。 

  EANET モニタリング体制の充実・強

化がなされるとともに、酸性雨モニタリ

ングの技術的能力の向上がなされ

た。また、国内モニタリングによるデー

タの取得がなされ、酸性雨の実態解

明調査が進められるなど、酸性雨によ

る環境影響を防止するための取組に

つ い て は 、 着 実 に 進 展 し て い る 。  

今後は、国際協調に基づく酸性雨対

策（特に発生源対策に結びつく施策）

の枠組みづくりや中国等で被害が激

甚化している黄砂の飛来実態等を把

握し、対策を進める上での情報を収集

する必要がある。 

 国際的な連携の下で油や有害液体物質、廃棄物等による海洋汚染防止対

策を推進するとともに、油等の流出事故に対する緊急時体制の整備を図る。

   

(下位目標１) 
  条約等の規制に基づき我が国の国内制度を整備し、船

舶からの廃棄物の海洋投入処分に係る規制を推進する。
廃棄物海洋投入処分量（万トン） 

391    

(H14 年度)
検討中 

(下位目標２) 

  条約等の規定に基づき我が国の国内制度を整備し、船

舶からの油、有害液体物質の排出に係る規制を推進す

る。 

－  － 

(下位目標３) 
  油流出事故の発生時における適切な対応体制の整備

を推進する。 
－  － 

1

地
球
規
模
の
環
境
の
保
全 

(4) 
海洋環境の

保全 
230 

(下位目標４) 
  国連環境計画が推進する北西太平洋地域海行動計画

(NOWPAP)に基づく取組を推進する。 
－  － 

  関連法の着実な施行を図るととも

に、油等の流出事故に対する緊急時

体制の整備等を推進した。 

  また、ロンドン条約 96 年議定書の

批准に向けた準備を計画的に進めて

おり、議定書批准の準備が整いつつ

ある。 

NOWPAP については、活動促進の

ための取組を進めたことにより、事前

準備の段階から具体的活動の推進の

段階に移行しつつある。 

海洋モニタリングの継続的な実施を

行い、我が国周辺海域の海洋汚染の

発生状況等を調査した結果、調査海

域における汚染は認められなかった。

 廃棄物、油、有害液体物質等につい

て、各種の規制措置を講じてきてお

り、これにより海洋汚染の未然防止が

図られてきているが、新たな条約の発

効等に伴う規制の強化への対応や、

継続的な監視、国際協力への貢献等

の観点から、引き続き各種施策を積

極的に講じていく必要がある。 

 環境基準の達成・確保等により、大気汚染に関し人の健康を保護する。 二酸化いおう 
99.6     

(H13 年度) 100 

一酸化炭素 
100     

(H13 年度) 100 

浮遊粒子状物質 
66.6     

(H13 年度) 100 

二酸化窒素 
99.0     

(H13 年度) 100 

2

大
気
環
境
の
保
全 

(1-1) 
固定発生源

対策 
536 

(下位目標１) 

二酸化いおう、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、二酸化

窒素及び光化学オキシダントに係る環境基準の達成率を

向上させる。 

一般環境大

気測定局に

おける大気

汚染に係る

環境基準達

成率（％）

光化学オキシダント 
0.5      

(H13 年度)
100 

  一酸化炭素、トリクロロエチレン、テ

トラクロロエチレン及びジクロロメタン

については全ての測定局において環

境基準を達成しており、二酸化いおう

についてもほとんど全ての測定局で

環境基準を達成している。 

 浮遊粒子状物質の環境基準達成率

は平成 12 年度と比較して減少してい

るが、これは気象条件や黄砂などの

要因が考えられる。二酸化窒素の環

境基準達成率は、平成 12 年度と同様

に比較的高くなっている。 

硫黄酸化物、窒素酸化物について

は、工場・事業場の排出規制は着実

に効果をあげていると考えられる。し

かし、浮遊粒子状物質については、大

都市地域を中心に環境基準の達成状

況は低く、固定発生源に起因する原

因物質について、総合的な対策の検

討が課題となっている。また、光化学

オキシダントについては、環境基準の

達成状況は依然として極めて低い水

準で推移している。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

ベンゼン 
81.7     

(H13 年度)
100 

トリクロロエチレン 
100     

(H13 年度)
100 

テトラクロロエチレン 
100     

(H13 年度)
100 

(1-1) 

固定発生源

対策 

（続き） 

536

（続き） 
(下位目標２) 有害大気汚染物質に係る環境基準を達成する。 

有害大気汚

染物質に係

る環境基準

達成率（％）

ジクロロメタン 
100     

(H13 年度)
100 

（前頁から続く） 

ベンゼンについては平成 13 年度に

おいて、18％の地点で環境基準値を

超過しているものの、全般的には改善

傾向にある。 

 光化学オキシダントの環境基準達成

率は依然として低い。 

（前頁から続く）一方、低濃度であっ

ても長期間の吸入により健康影響が

懸念される有害大気汚染物質につい

ては、ベンゼン等４物質に環境基準が

設定されているが、これについては、

ベンゼンを除き環境基準は達成され

ており、大気汚染防止法に基づく排出

抑制や事業者の自主的な取組による

有害大気汚染物質排出抑制対策は

有効に機能していると考えられる。し

かし、ベンゼンについては高濃度の地

域があるため、全国を単位とした個別

事業団体の自主管理に加えて、高濃

度地域を単位としたベンゼンの地域

自主管理による排出抑制対策が導入

されており、引き続き対策を実施して

いく必要がある。 

二酸化いおう 
99.6     

(H13 年度)
100 

一酸化炭素 
100     

(H13 年度)
100 

浮遊粒子状物質 
63.3     

(H13 年度)
100 

二酸化窒素 
94.8     

(H13 年度)
100 

 環境基準の達成・確保等により、大気汚染に関し人の健康を保護する。 

全国の測定

局における

環境基準達

成率（％）

光化学オキシダント 
0.6      

(H13 年度)
100 

二酸化窒素 
87.0     

(H13 年度)

概ね達成   

(H22 年度)

(下位目標１) 

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の対象地域において、二酸化窒素

については大気環境基準を平成２２年度までにおおむね

達成する。浮遊粒子状物質については平成２２年度まで

に自動車排出粒子状物質の総量が相当程度削減される

ことにより、大気環境基準をおおむね達成する。 

対策地域に

おけるＮＯ

2・ＳＰＭの

環境基準達

成率（％）

浮遊粒子状物質 
44.4     

(H13 年度)

概ね達成   

(H22 年度)

低公害車の普及台数（台） 

3,814,021   

(H14 年 12

月末) 

千万台以上  

(H22 年度

のできるだ

け早期) 

燃料電池自動車の普及台数（台） 

5      

(H15 年 4

月) 

５万台   

(H22 年度)

2

大
気
環
境
の
保
全 

(1-2) 
自動車 

排ガス対策 
807 

(下位目標２) 低公害車の普及促進を図る。 

一般公用車への低公害車の導入率

（％） 

45      

(H14 年度)
100%    

(H16 年度末)

二酸化いおうについてはほぼ全て、

一酸化炭素については、全ての測定

局で環境基準を達成している。二酸化

窒素については、９割程度で近年横

這いの傾向が続いている。浮遊粒子

状物質は気象要因等により達成率が

低下しているが、年平均値は緩やか

な低下傾向にある。（平成 13 年度は

黄砂の影響あり。）また、光化学オキ

シダントの達成率は極めて低い水準

にとどまっている。 

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域では、

二酸化窒素、浮遊粒子状物質とも環

境基準の達成率は依然として厳しい

状況が続いている。 

一方、低公害車普及台数、政府の

一般公用車への低公害車の導入につ

いては、順調に普及・導入が進んでい

る。燃料電池自動車については、政府

公用車として市販第１号となる５台を

率先導入したところである。 

全国の測定局における環境基準の

達成状況は改善傾向にあるものの、

道路沿道における大気汚染物質の濃

度は一般環境に比べて高くなってお

り、依然として二酸化窒素、浮遊粒子

状物質に係る環境基準達成状況が低

い水準に止まっていることから、自動

車排出ガスについては、今後も総合

的な対策の充実、強化及び着実な推

進が必要である。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

 今後の大気環境保全施策を進める上で基礎となる監視観測体制の整備、

科学的知見の充実、その他基礎調査を進めることにより、大気汚染に関し、

人の健康を保護するとともに生活環境を保全する。 

   

(下位目標１) 大気環境体制の整備・データの公表をする。 － － － (1-3) 

基礎調査・

監視測定体

制の整備等 

1,611 

(下位目標２) 
種々の大気汚染物質に関する科学的知見の充実を図

る。 
－ － － 

地方公共団体の常時監視測定局

の整備が進み、平成 13 年度末現在、

一般環境測定局 1,698 局、自動車排

出ガス測定局 423 局が設置されてい

る。リアルタイムの大気環境データ及

び光化学オキシダント注意報をインタ

ーネットで一般公開する「大気汚染物

質広域監視システム（愛称：そらまめ

君）」の整備を平成 14 年度末までに完

了した。有害大気汚染物質について

は、地方公共団体等による大気環境

モニタリングが実施されており、その

結果については記者発表等により公

表している。また、近年、健康影響が

懸 念 さ れ て い る 微 小 粒 子 状 物 質

（ PM2.5) や デ ィ ー ゼ ル 排 気 微 粒 子

（DEP）について、文献調査や環境測

定を始めとする諸調査を実施した。微

小粒子状物質については平成 13 年

度から開始した大規模な長期疫学調

査を継続して実施した。有害大気汚染

物質についての文献調査についても

継続して実施した。 

大気環境監視体制及び測定局から

の大気環境情報即時収集体制(「大気

汚染物質広域監視システム（愛称：そ

らまめ君）」)の整備については、大気

汚染対策の検討・実施に役立つととも

に、国民がその必要性を理解する上

で有効であると考えられる。また、有

害大気汚染物質については、今後、

有害大気汚染物質の測定方法の開

発、効果的・効率的なモニタリング方

法の確立等が必要である。 

健康影響が懸念されている微小粒

子状物質（浮遊粒子状物質のうち、粒

径 2.5μｍ以下のもの：PM2.5）やディ

ーゼル排気微粒子(DEP)については、

科 学的 知見を 集積し 、これまで に

PM2.5 の疫学及び毒性データの集積

や DEP の発がんリスクの試算や曝露

評価のためのデータの集積等実績を

あげつつある。今後は、従来の取組を

一層充実するとともに、さらに微小な

粒子（環境ナノ粒子）に関する知見の

収集が必要である。 

 環境基準の達成・確保等により、大気環境に関し生活環境を保全する。    

一般地域 
73.8 

(H13 年度)  
100 

騒音

道路に面する地域 77.6(同上)   100 

航空機

騒音 

測定地点ベース（地

方公共団体が測定

した結果を集計） 

74.5 

(H13 年度)
100 

(下位目標１) 騒音に係る環境基準の達成率を向上させる。 

環

境

基

準

達

成

率

(%)
新幹線

騒音
同上 

74.5 

(H13 年度)
100 

(下位目標２) 
騒音に係る苦情を減少させ、良好な生活環境を保全す

る。 
騒音に係る苦情件数 

14,547    

(H13 年度)
－ 

(下位目標３) 
振動に係る苦情を減少させ、良好な生活環境を保全す

る。 
振動に係る苦情件数 

2,480     

(H13 年度)
－ 

悪臭に関する苦情件数 
23,776    

(H13 年度)
－ 

(下位目標４) 
悪臭に係る苦情を減少させ、良好な生活環境を保全す

る。 臭気指数規制の導入自治体数 

（累計） 

67      

(H14 年度)
－ 

(下位目標５) 
ヒートアイランド対策を推進し、ヒートアイランド現象を緩

和させる。 
－ － － 

2

大
気
環
境
の
保
全 

(2) 
大気生活 

環境対策 
218 

(下位目標６) 光害対策に対する各主体の関心・理解を深める。 
スターウォッチングネットワーク 

参加者数（人） 

12,745    

(H13 年度)
－ 

一般環境に係る騒音の環境基準の

達成率は上昇傾向にある。道路に面

する地域に係る環境基準の達成率に

ついては、現時点では一般的な傾向

として評価することは困難である。航

空機騒音に係る環境基準の達成率は

上昇してきているものの、依然未達成

の地点数は多い状況である。新幹線

鉄道騒音に係る環境基準達成率はほ

ぼ横這いであるが、依然未達成の地

点は多く、厳しい状況である。 

騒音・振動については、長期的には

苦情件数は減少しているが、騒音規

制法の規制対象外の発生源や建設

作業振動に対する苦情が増加傾向に

ある。 

また、悪臭については、野外焼却や

個人住宅等に対する苦情を中心に苦

情件数は増加傾向にある。        

14 年度に、ヒートアイランド対策関

係府省連絡会議が設置され、ヒートア

イランド対策に係る大綱の策定に関す

る基本的な方針が決定された。 

騒音防止技術の開発支援・普及啓

発を図るため、実用化が期待されてい

る技術の評価を行い、一定の成果を

得た。自動車騒音については、面的

評価の導入及び総合的対策の充実

強化によって、また新幹線鉄道等騒

音については新たな対策の充実強化

によって状況の改善を図る。また、新

幹線鉄道等騒音については、状況の

改善のため、対策の充実強化を図

る。 

 また、臭気対策については、臭気指

数規制の円滑な導入を図るための基

盤整備等を進めた結果、地方公共団

体における導入の動きが本格化しつ

つある。ヒートアイランド対策について

は、関係府省の連絡会議が設置さ

れ、ヒートアイランド対策に係る大綱

の策定に向け、政府としての取組が

進められている。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

健康項目 
99.4     

(H13 年度)
100 

全体 
79.5     

(H13 年度)
100 

河川 
81.5     

(H13 年度)
100 

湖沼 
45.8     

(H13 年度)
100 

環境 

基準の

達成率

（％） 

公
共
用
水
域 

生
活
環
境
項
目 

海域 
79.3     

(H13 年度)
100 

環境基

準達成

率（％）

地下水 
92.8     

(H13 年度)
100 

公共用水域 
97.9     

(H13 年度)
100 

 人の健康の保護及び生活環境の保全に関する環境基準等の目標を設定

し、これらの達成、維持するとともに、健全な水循環を確保する。 

ダイオキ

シン類基

準達成

率（％）
地下水 

100  

(H13 年度)
100 

(下位目標１) 

人の健康に悪影響を及ぼすおそれのある化学物質に

ついて、安全性評価を行うとともに、環境中検出状況を踏

まえ、基準値等を設定する。 

（参考指標）         

要調査項目の設定物質数(物質群） 

80      

(H14 年度)
－ 

(下位目標２) 
水生生物保全の観点からの基準の設定等生活環境に

係る環境基準を見直す。 

(参考指標)水生生物保全 

環境基準設定検討物質数 

8      

(H14 年度)
－ 

(下位目標３) 
健全な水循環の確保の観点からの水環境保全のため

の取組を推進する。 

（参考指標）良好な 

水辺空間創出事業支援数（事業） 

13      

(H14 年度)
－ 

(1) 

流域の視点

から見た 

水環境の 

保全 

498 

(下位目標４) 
小中学生や市民団体等による水生生物の調査を行い、

環境問題への関心を高める。 

（参考指標）         

全国水生生物調査参加者数（人） 

87,450    

(H13 年度)
－ 

環境基準の設定については、ダイ

オキシン類による水底の底質の汚染

に係る環境基準の設定を行った。ま

た、健康項目の基準値の見直し及び

水生生物の保全に係る水質環境基準

の設定について中央環境審議会に諮

問し、検討を行った。            

環境基準の達成率について、公共

用水域における健康項目は、ほぼ環

境基準を達成している。一方、生活環

境項目については、改善傾向にある

ものの、成果が芳しくない。特に湖沼、

内湾等の閉鎖性水域における環境基

準の達成率が低い。地下水について

は、硝酸性窒素及び亜硝酸政窒素に

係る環境基準超過率が高い。       

また、健全な水循環の確保に向け、

全国調査を行い、水環境上の問題が

深刻な流域をモデル流域とした水循

環回復計画策定に関連する検討を行

った。 

公共用水域における環境基準のう

ち、生活環境項目については、湖沼、

内湾等の閉鎖性水域において依然と

して達成率が低い状態にあり、これら

の水域において汚濁物質を一層低減

するための対策を充実させる必要が

ある。                      

健康項目については、公共用水域

ではほぼ基準を達成しているが、地下

水については、環境基準を超過する

項目があり、特に硝酸性窒素及び亜

硝酸性窒素の基準値超過率が高い。

過去の行為が汚染原因の場合も多

く、汚染の早期発見と浄化等の対策

が必要である。                

環境保全上健全な水循環の確保に

向けた調査・検討を進めているが、今

後更に幅広い観点からの取組を推進

していく必要がある。 

 各種の発生源から水利用の各段階を踏まえた水環境への負荷低減及び浄

化対策を推進する。 

環境基準の達成率  (上記「流域の

視点から見た水環境の保全」参照) 
  

(下位目標１) 
特定事業場に対する排水規制の実施により、水環境へ

の負荷の低減を図る。 
特定事業場への立入検査件数(件） 

59,980    

(H14 年度)
－ 

(下位目標２) 
生活排水対策及び非特定汚染源対策の調査・検討の

実施により、水環境への負荷の低減を図る。 

生活排水対策重点地域*に指定され

た地域数(地域数(市町村数）） 

206 地域

(490)    

(H14 年度)

－ 

地下水質測定件数(件） 
12,121    

(H13 年度)
－ 

(下位目標３) 
有害物質の地下浸透防止の徹底、地下水の汚染状況

の把握、汚染された地下水の浄化対策の推進を図る。 
浄化対策等実施事例数(件） 

386     

(H13 年度)
－ 

対策着手率（％） 

水銀 100   

PCB100   

(H13 年度)

100 

3
 

水
環
境
の
保
全 

(2) 

水利用の 

各段階に 

おける負荷

の低減 

427 

(下位目標４) 底質汚染対策を推進する。 

対策完了率（％） 

水銀 100   

PCB97.5   

(H13 年度)
100 

環境基準の達成率について、健康項

目は、水質汚濁防止法等による排水規

制等の効果により、全国的にほぼ問題が

ない状況にある。一方、生活環境項目に

ついては、特に有機汚濁項目の達成状

況は上昇傾向にあるものの伸び悩んで

いる。                 

地下水汚染対策については、水質汚

濁防止法に基づき有害物質の地下浸透

を規制するとともに、常時監視により汚

染状況の把握に努めた。また、簡易で経

済的な浄化対策の普及を図るため、浄

化技術の実証試験を行い効果を評価し

た。                         

底質汚染対策については、水銀及びＰ

ＣＢによる底質汚染について除去等を講

じる必要があった水域のほぼすべてにお

いて対策を終了している。 

水質汚濁防止法に基づく排水規制等

は一定の成果をあげ、水環境は改善さ

れつつあるが、排水基準項目以外や非

特定汚染源からの汚染等に対応するた

め、新たな排水管理に向けた取組が必

要である。                            

また、平成１５年３月に開催された第３

回世界水フォーラムにおいて、良いガバ

ナンス・人材育成・資金調達を柱とする閣

僚宣言が採択され、世界の水問題解決

のための具体的な行動提案が水行動集

として取りまとめられた。登録した行動提

案を実施し、世界の水問題解決に貢献

する必要がある。          

*注：生活排水対策重点地域は、水質汚濁防止法に基づき都道府県知事が重点地域の指定を行って

おり、生活排水対策推進計画に基づき対策が実施されている。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

 発生負荷削減等により、閉鎖性水域の水質、底質、底生生物等の保全・改

善を図る。 

   

ＣＯＤ 
1,140     

(H11 年度）

1,061     

(H16 年度）

窒素 
993    

(H11 年度）

950    

(H16 年度）
(下位目標１) 

第５次総量規制の着実な実施により、東京湾、伊勢湾、

瀬戸内海において、ＣＯＤ、窒素及び燐に係る汚濁負荷の

削減を図る。 

発生 
負荷量 

(トン／日）

燐 
76.7    

(H11 年度）

71.3    

(H16 年度）

ＣＯＤ 
74      

(H13 年度)

100 

(下位目標２) 
総量規制、特定施設の設置許可制度及び埋立てにつ

いての配慮等により瀬戸内海の環境を保全する。 

瀬戸内海

における

水質環境

基準達成

率（％） 

全窒素、全燐 

95      

(H13 年度)

100 

ＣＯＤ 
93.3     

(H13 年度)

100 
有
明
海 全窒素、全燐 

60      

(H13 年度)

100 

ＣＯＤ 
85.7     

(H13 年度)

100 
(下位目標３) 

有明海及び八代海の海域の環境の保全及び改善等を

図る。 

有明海及

び八代海

における

水質環境

基準達成

率 （％）

八
代
海 全窒素、全燐 

100     

(H13 年度)

100 

(3) 

閉鎖性水域

における 

水環境の 

保全 

272 

(下位目標４) 
指定湖沼流域における湖沼計画の着実な実施により、

湖沼水質を改善する。 

湖沼水質 

計画に定め

る目標値 

ＣＯＤ(mg/Ｌ）     

（例 琵琶湖(南湖)） 

4.2      

(H14 年度)

3.5 

(H17 年度)

第 5 次総量規制の着実な実施によ

り、東京湾、伊勢湾、瀬戸内海におい

て、ＣＯＤ、窒素及び燐に係る汚濁負

荷量を着実に削減した。瀬戸内海、有

明海及び八代海における環境基準適

合水域の割合の推移は、ＣＯＤはほ

ぼ横ばい、窒素、燐は改善傾向にあ

る。湖沼法に基づく指定湖沼の水質

については、横ばいの傾向が続いて

いる。 

東京湾、伊勢湾、瀬戸内海につい

ては水質汚濁防止法に基づく水質総

量規制により発生負荷量が削減され

るなど、一定の効果を収めているもの

の、閉鎖性水域のＣＯＤに係る環境基

準達成率は高い水準にあるとはいえ

ず、その改善効果も十分ではない。  

有明海等対策については、底質、底

生生物を含めた水環境の状況を調査

することでより的確に把握評価するた

めの基礎的データ等を収集ができた。  

湖沼水質保全対策については、工場

等に対する排水規制、下水道整備等

が着実に進展しているものの、湖沼水

質については、横這いの傾向が続い

ており、従来の水質改善対策の評価

や非特定汚染原対策の取組強化等、

新たな対策施策の構築が必要であ

る。 

(参考指標)  

測定水域

(測定 

検体数) 

公共用水域 

(生活環境項目) 

3,515 

(427,854)   

(H13 年度)

－ 

(参考指標)

調査本数

(測定 

検体数) 

地下水 

(定期モニタリング) 

4,928 

(4,928)    

(H13 年度)

－ 

 水質状況を効果的に把握する監視体制等を整備する。 

生物指標を用いた 

河川水質調査地点数 

5,520     

(H13 年度)
－ 

(下位目標１) 
水環境にかかわるデータをウェブ上で公開するシステ

ムを構築する。 

（参考指標）         

アクセス件数 

(H17 年度

公開予定)
－ 

(下位目標２) 
水環境中の微量有害物質の監視測定体制を整備す

る。 

（参考指標）         

要調査項目の分析法開発数 

174     

(H14 年度)
－ 

3
 

水
環
境
の
保
全 

(4) 

水環境の 

監視等の 

体制の 

整備 

1,764 

(下位目標３) 
小規模事業場からの排出負荷量の公定分析法を開発

する。 

公定法とする簡易計測機器数 

（種類） 

1     

(H14 年度)
3     

(H15 年度末)

公共用水域及び地下水において、

都道府県等の行う水質の監視測定及

び計画策定に対し補助を行い、測定

結果を集計し、要監視項目調査結果

とともに公表した。 

地方公共団体の行う水質監視等に

対する補助など財政的支援の他、測

定法開発等の技術的支援により、監

視体制が整備されている。           

また、全国調査データについてはＧ

ＩＳ（地理情報システム）を活用し、国

民に分かりやすい形で提供するため

のシステムを構築中である。          

今後は、河川水質調査の環境教育

の面からの体制を充実するほか、水

質総合情報システムのデータベース

化、公開のための準備を進める必要

がある。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

 有害物質による土壌汚染について、土壌環境基準を達成・確保するととも

に、土壌汚染による環境リスクを適切に管理し、国民の安全と安心を確保す

る。 

     

（参考指標）         

環境基準項目数 

28      

(H14 年度)
－ 

(下位目標１） 環境基準の設定、見直しを行う。  
土壌汚染対策法に基づく 

指定基準項目数 

26      

(H14 年度)
－ 

（参考指標）  基準値以上 

検出地域の面積(累計：ha) 

7,217     

(H14 年度)
－ 

対策地域として指定された 

地域の面積(累計：ha) 

6,275     

(H14 年度)
－ 

対策事業等が完了した 

面積(累計：ha) 

5,997     

(H14 年度)
－ 

(下位目標２） 農用地の土壌汚染対策を着実に推進する。   

対策地域を指定解除した 

面積(累計：ha) 

4,669     

(H14 年度)
－ 

（参考指標）         

ダイオキシン類常時監視地点数 

3,735     

(H13 年度)
－ 

ダイオキシン類環境基準 

超過地点数 

1      

(H13 年度)
－ 

4 土壌環境の保全 2,202 

(下位目標３） 市街地等の土壌汚染対策を着実に推進する。  

ダイオキシン類土壌汚染 

対策地域の指定 

2      

(H14 年度)
－ 

土壌汚染による環境リスクを適切に

管理するための制度として、土壌汚染

対策法が制定され、土壌汚染対策法

に基づく指定基準として 26 項目を定

めた。 

農用地の土壌汚染については、汚

染が判明した地域のうち 83％で対策

事業等が完了している。          

ダイオキシン類に係る土壌汚染対

策については、土壌汚染対策地域とし

て指定された 2 地域について土壌汚

染の処理技術の実証実験等を実施す

るなど、土壌環境基準を超過している

地域については着実に対策を推進し

ている。             

環境基準の設定、農用地及びダイ

オキシン類土壌汚染対策について

は、着実に事業が実施されている。市

街地等土壌汚染対策については、最

近の土壌汚染問題の状況に対応する

ために新たに土壌汚染対策法が制定

され、その施行に向けて必要な政省

令の制定、分析方法等を定めた告

示、指定調査機関及び指定支援法人

の指定等を着実に進めた。 

○地盤沈下を防止する。 

○環境保全上健全な水循環を確保する。 

   

年間 2cm 以上の地盤沈下面積(km2) 
28      

(H13 年度)
0 

(下位目標１) 
渇水時を含め地下水採取による地盤沈下の防止及び

地下工事による地盤沈下を防止する。 

(参考指標）         

地下水採取目標量(億 m3) 

7.2      

(H13 年度)
－ 

5 地盤環境の保全 100 

(下位目標２) 
地下水位を回復し、湧水の復活を図るとともに適正な地

下水位の維持に努める。 

（参考指標）         

地下水位の測定本数 

468     

(H13 年度)
－ 

地盤沈下については近年沈静化の

傾向にあるものの、13 年度は 28km2 と

前年より増加しており、目標の達成に

は至っていない。また、雨水浸透マス

の設置事業に対し補助を実施し、流

域の涵養能力の向上を図る等の取組

を行った。 

一部地域に地盤沈下の進行はある

ものの、長期的には地盤沈下は沈静

化の傾向にあり、地下水揚水規制等

の施策効果が現れている。雨水浸透

マスの設置等による雨水浸透能力の

向上等は見られるものの、今後、都市

化による不浸透域が拡大している地

域等では、浸透機能の強化が必要で

ある。さらに、ほぼ本来の地下水位に

回復した地域では、利用を前提とした

地下水保全について検討していく必

要がある。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

資源生産性(万円/トン) 
約 28    

(H12 年度)

約 39    

(H22 年度)

循環利用率(%) 
約 10    

(H12 年度)

約 14     

(H22 年度)

 循環型社会の形成の推進のために循環型社会形成推進基本計画の数値

目標を達成する。 

最終処分量(百万トン） 
約 56    

(H12 年度)

約 28    

(H22 年度)

(下位目標１) 
循環型社会形成推進基本計画に基づき、施策の総合

的かつ計画的な推進を図る。   
－  － 

(1) 

循環型社会

の形成の推

進のための

基本措置 

137 

(下位目標２) 

政府が循環型社会の形成に関して講じた施策に関する

年次報告（循環型社会白書）を作成し、情報収集・調査、

普及啓発等を実施する。 

－  － 

法律上の期限を半年以上前倒しして

15 年３月に策定した循環型社会形成推

進基本計画において、循環型社会の形

成のための数値目標（資源生産性、循環

利用率、最終処分量）を定めた。また、循

環資源の発生、循環的な利用及び処分

の状況、循環型社会の形成に関する政

府の取組についての年次報告を、作成し

公表した。 

循環型社会形成推進基本計画を作成

し、循環型社会の形成の推進のための

具体的な数値目標として、資源生産性

（資源の有効利用度）、循環利用率（経済

社会に投入されるもののうち循環利用量

の占める割合（strikethrough:資源を循環

して利用する率））、最終処分量（最終的

に埋立て処分する量）を設定したところで

あり、今後は、毎年度その達成度を的確

に把握し、その着実な達成を図っていくこ

とが必要である。また、地域における国

民、NGO/NPO、事業者、地方公共団体

の循環型社会の形成向けた取組の支援

や資源生産性産出の基礎となるマテリア

ル･フロー会計の国際的な検討等を行っ

ていく必要がある。 

各リサイクル制度の適正な施行及び先進的なリサイクル施設への支援を

図ること等により、循環資源の適正な循環的な利用を推進する。 
     

無色ガラス 

2,725 市町村  

355 千トン  

(H13 年度)

3,169 市町村  

467 千トン   

(H19 年度)

茶色ガラス 
2,737 市町村  

312 千トン

3,169 市町村  

401 千トン

その他ガラス 
2,706 市町村  

162 千トン  

3,154 市町村  

214 千トン

紙製容器包装 
404 市町村  

50 千トン 

1,916 市町村  

222 千トン

ペットボトル 
2,617 市町村  

162 千トン  

3,132 市町村  

273 千トン  

(下位目標１) 容器包装のリサイクルを推進する。 

分別収

集実施

市町村

数及び

分別 

収集量 

（例示）

プラスチック製容器包装 
1,121 市町村  

197 千トン

2,666 市町村  

922 千トン  

家庭用エアコン 
78      

(H14 年度)

60     

(各年度) 

テレビ 75      55     

洗濯機 61      55     

(下位目標２) 特定家庭用機器のリサイクルを推進する。   

家電リサ

イクル法

における

再商品化

率（％） 冷蔵庫 60      60     

(下位目標３) 食品循環資源のリサイクルを推進する。 

食品ﾘｻｲｸﾙ法における食品関連事

業者による再生利用等の実施率(％) 

個 別 事 業 者

毎に異なる。
20     

(H18 年度)

コンクリート 
96      

(H12 年度)

95     

(H22 年度)

アスファルトコンクリート 
98      

(H12 年度)

95     

(H22 年度)

6

廃
棄
物
・リ
サ
イ
ク
ル
対
策 

(2) 

循環資源の

適正な循環

的な利用の

推進 

2,338 

(下位目標４) 建設資材のリサイクルを推進する。       

建設リサ

イクル法

における

再生利用

等の実施

率（％） 建設発生木材 
83      

(H12 年度)

95     

(H22 年度)

容器包装、家電、建設等各リサイクル

制度はおおむね順調に進展し、リサイク

ルの推進が図られている。              

容器包装リサイクル法については、市

町村における容器包装廃棄物の分別収

集及び再商品化は大きく進展しており、

分別収集総量も年々増加している。 

家電リサイクル法については、約 1,015

万台の廃家電が家電リサイクルプラント

（現在 40 カ所）でリサイクルされ、目標を

超えるリサイクルが実施された。 

また、食品リサイクル法については、

法に基づく再生利用事業者の登録が進

む一方、肥料、飼料化の事業化をはじめ

メタンガス等の新たな技術の進展も見込

まれたところである。 

建設リサイクル法については、コンクリ

ート、アスファルトコンクリートについては

目標を達成している。 

（次頁へ続く） 

容器包装、家電、建設等各リサイクル

制度はおおむね順調に進展し、リサイク

ルの推進が図られている。特に容器包装

については、特定事業者の再商品化の

費用負担が大幅に増加しており、容器包

装の減量化やリサイクルしやすい製品化

など、容器包装の設計、素材の選択等に

おける事前評価への取組が進んでいる。

また、法施行後一定期間が経過したこと

から、市町村の費用負担等についても実

態把握した上で、関係者の役割分担の

あり方を含め、容器包装リサイクル法の

一層円滑な実施に向けた方策について

検討する必要がある。また、エコタウン事

業については、１４年度は２地域につい

てエコタウン事業計画を承認（現在まで

に１７地域）したところであり、先進的な環

境調和型のまちづくりが推進され、全国

の規範となるリサイクル事業が展開され

ている。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

デスクトップ 
78.5     

(H13 年度)

50     

(H15 年度)

ノートブック 
60.2     

(H13 年度)

20     

(H15 年度)

事
業
系
パ
ソ
コ
ン ディスプレイ 

72.4     

(H13 年度)

55     

(H15 年度)

ニカド電池 
71.0     

(H13 年度)

60     

(各年度) 

ニッケル電池 
68.5     

(H13 年度)

55     

(各年度) 

リチウムイオン 

電池 

39.0     

(H13 年度)

30     

(各年度) 

(下位目標５) 
事業系パソコン、小型二次電池のリサイクルを推進す

る。 

資源有

効利用

促進法

における

事業系

パソコ

ン、小型

二次電

池の自

主回収・

再資源

化率

（％） 

小
型
二
次
電
池 

小型シール 

鉛蓄電池 

50.0     

(H13 年度)

50     

(各年度) 

(2) 

循環資源の

適正な循環

的な利用の

推進 

（続き） 

2,338

（続き） 

(下位目標６) 廃自動車等のリサイクルを推進する。   自動車ﾘｻｲｸﾙ法における再資源化率 － 検討中 

（前頁から続く） 

資源有効利用促進法による事業系

パソコン及び二次電池の製造事業者

による自主回収及び再資源化につい

ても、順調にリサイクルの進展が図ら

れている。 

「使用済自動車の再資源化等に関

する法律案」（自動車リサイクル法）を

第152通常国会に提出し、14年７月に

公布されたところであり、同法に基づ

き今後、使用済み自動車のリサイクル

が推進されることとなった。 

また、14 年度は、２地域についてエ

コタウン事業計画の承認を行った（合

計 17 カ所）。 

 

一般廃棄物の排出抑制、再生利用、適正処理等の推進を図る。    

(下位目標１) 
平成 22 年度において、平成９年度に対し、一般廃棄物

の排出量を約５％削減する。 
排出量（百万トン） 

54      

(H12 年度)

49     

(H22 年度)

(下位目標２) 

平成 22 年度において、平成９年度に対し、一般廃棄物

のリサイクル量を約 5.9 百万トンから約 12 百万トンに増加

させる。  

リサイクル量（百万トン） 
7.9      

(H12 年度)

12     

(H22 年度)

(下位目標３) 
平成 22 年度において、平成９年度に対し、一般廃棄物

の最終処分量をおおむね半分に削減する。   
最終処分量（百万トン） 

10.5     

(H12 年度)

6.4    

(H22 年度)

(下位目標４) 
一般廃棄物焼却炉からのダイオキシン類の排出量を、

平成 14 年度末において 310g-TEQ/年以下とする。     

一般廃棄物焼却炉からのダイオキ

シン類排出量(ｇ－TEQ／年以下) 

812     

(H13 年度)

310    

(H15 年度)

(下位目標５) 

廃棄物処理施設整備計画に従って適切な処理施設、最

終処分場等の整備を促進することにより、地域ごとに必要

となる施設を今後とも継続的に確保する。    

- － － 

(3) 

一般廃棄物

対策 
（排出の抑

制、再生利

用、適正 

処理等） 

142,807 

(下位目標６) 市町村に対する支援を通じて、生活環境の保全を図る。 - － － 

一般廃棄物の排出量は、平成９年比

で３％増と排出量の増加はやや抑制

されている。一般廃棄物のリサイクル

量は約 7．９百万トンと順調に増加して

いる。最終処分量については、平成 9

年度比で 12％減少、また、一般廃棄

物焼却炉から排出されるダイオキシン

類の排出量は９年比で 84％減少とい

ずれも順調に削減が進んでいる。  

また、廃棄物処理施設整備計画に従

って適正な処理施設の整備が行われ

ているが、最終処分場については最

終処分量の地域格差が大きい。 

一般廃棄物の排出量は、やや抑制

されているが、22 年度で９年度比５％

削減という目標を踏まえれば、できる

限り早期に減少に転じさせる必要が

ある。リサイクル量及び最終処分量に

ついては、目標に向けて順調に進捗

している。また、ダイオキシン類の排

出量は、順調に削減が進んでいる状

況にあるが、14 年度末の目標を達成

するためにより一層の削減が必要で

ある。最終処分場については、その残

余容量には地域格差が大きく、新たな

容量確保手段が必要であり、また、過

去未規制だった最終処分場の適正化

を進める必要がある。 

産業廃棄物の排出抑制、再生利用、適正処理等を推進する。 
   

(下位目標１) 
産業廃棄物の排出量の増加を、平成９年度に対し、平

成２２年度において、１２％に抑制する。 
排出量(百万トン) 

406     

(H12 年度)

458    

(H22 年度)

(下位目標２) 
産業廃棄物の再生利用量を、平成９年度に対し、平成２

２年度において、約４１％から約４７％に増加させる。 
再生利用量(％) 

45.4     

(H12 年度)

47     

(H22 年度)

(下位目標３) 
産業廃棄物の最終処分量を、平成９年度に対し、平成２

２年度において、おおむね半分に削減する。 
最終処分量(百万トン) 

45      

(H12 年度)

30     

(H22 年度)

(下位目標４) 
産業廃棄物焼却炉からのダイオキシン類の排出量を、

平成 14 年度末において２００ｇ－ＴＥＱ／年以下とする。    

産業廃棄物焼却炉からのダイオキ

シン類の排出量(g-TEQ/年) 

533     

(H13 年度)

200 以下  

(H15 年度)

高圧トランス等の処理量 28 万 5 千台
0      

(H28 年度)

6

廃
棄
物
・リ
サ
イ
ク
ル
対
策 

(4) 

産業廃棄物

対策 

（排出の抑

制、再生利

用、適正 

処理等） 

5,730 

(下位目標５) 
平成２８年７月までにポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物

の処理を完了する。  全国的な処理体制の整備 

（都道府県数） 

32 

都道府県

47     

(H18 年度)

産業廃棄物の排出量は、９年度比

で２％減の 406 百万トンとなっている。

再生利用量は９年度比で５％の増加、

最終処分量は９年度比で 33％減とな

っている。また、ダイオキシン類の排

出量は、９年度比で 64%減となってい

る。        

一方、ＰＣＢ廃棄物については、13

年６月に制定されたＰＣＢ廃棄物特別

措置法に基づき、今後 15 年間でＰＣＢ

廃棄物の処理を完了するための体制

を整えるため、５事業の事業実施計画

の認可を行った。 

平成９年度にくらべ、産業廃棄物の

排出量は減少、リサイクル率は増加、

最終処分量は減少しており、いずれも

着実に進展している。また、産業廃棄

物焼却炉から排出されるダイオキシン

類の排出量は年々削減されている

が、引き続き目標達成に向けた努力

が必要である。ＰＣＢ廃棄物の処理に

ついては、北九州等５カ所において処

理施設の立地が具体化しており、着

実に進展している。 



  

 14

施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

 廃棄物の不法投棄や違法な輸出入の未然防止等を図る。    

不法投棄件数（件） 
1,150     

(H13 年度)

500    

(H22 年度)
(下位目標１) 

産業廃棄物の不法投棄件数及び不法投棄量を、平成

11年度に対し、平成22年度においておおむね半分に削減

する。 不法投棄量（万トン） 
24.2     

(H13 年度)

20      

(H22 年度)

バーゼル法に基づく輸出件数/輸入

件数 

3/7     

(H13 年度)
－ 

(下位目標２) 廃棄物等の適正な輸出入を確保する。 
廃棄物処理法輸出認可/ 

輸入許可件数（件） 

3/2     

(H13 年度)
－ 

(5) 

廃棄物の 

不法投棄の

防止等 

734 

(下位目標３) 
化学物質管理対策の強化等に的確に対応した廃棄物

の適正な処理を確保する。 
－  － 

産業廃棄物の不法投棄の状況につ

いては、前年度(12 年度)に比べ、件数

は増加したが、量については約 40％

と大幅に減少した。14 年度は、廃棄物

等の不適正な輸出事件は発生しなか

った。また、化学物質管理対策の強化

等的確に対応した廃棄物の適正な処

理を確保した。 

廃棄物等についての違法な輸出入

等は防止されている。また、不法投棄

等不適正処理の防止については、都

道府県等の行政処分や監視体制の

強化等により新たな大規模不法投棄

事案は少なくなってきているほか、都

道府県等が代執行として行う原状回

復措置についても現行の基金制度に

よる支援が実施され、一定の効果を

上げているが、さらに、不法投棄その

ものを半減させるという目的に対して

効率性の高い施策を推進していく必

要がある。 

また、廃棄物の不法輸出入に対応

できるチェック体制の整備、各国連携

の強化等を図っていく必要がある。 

  河川や湖沼等の水質汚濁の大きな原因となっている生活排水の対策を推

進し、健全な水循環を確保する。                           

      

（参考指標）         

浄化槽の整備率（％） 

7.6      

(H13 年度)
－ 

6

廃
棄
物
・リ
サ
イ
ク
ル
対
策 

(6) 

合併処理浄

化槽の整備

によるし尿

等の適正な

処理の推進 

15,751 

(下位目標１) 浄化槽を整備促進する。 

(参考指標)浄化槽市町村 

整備推進事業実施市町村数 

119     

(H14 年度)
－ 

汚水処理施設整備率に占める浄化

槽による整備率は 7.6％と前年度(12

年度)より上昇している。また、浄化槽

市町村整備推進事業を実施している

市町村も 119 となり、取り組む市町村

も年々増加している。 

浄化槽は、水質改善の発現が速やか

なこと、排出源で生活排水等を処理する

こと、水量が確保され河川等の流量が維

持されることなどから、浄化槽の整備率

が上昇し、浄化槽市町村整備推進事業

に取り組む市町村数が増加することによ

り、生活排水が適正に処理され、健全な

水循環が推進されている。このため、生

活排水対策の遅れている中小市町村に

おいては、市町村が設置主体となる市町

村設置型事業の一層の普及を図り、浄

化槽の整備を促進し生活排水対策を推

進し、健全な水循環の確保を図る必要が

ある。 

 化学物質による環境汚染の実態把握や内分泌かく乱作用が疑われている

化学物質についての有害性評価等を行い、体系的な環境リスク評価を推進

する。 

   

(下位目標１) 

有害性の高い化学物質の環境残留状況の把握及び環

境リスクの評価・管理に資するため、環境モニタリング等を

計画的に進める。 

調査対象媒体別物質数 
115     

(H14 年度)
－ 

(下位目標２) 

「環境ホルモン戦略計画 SPEED'98」に基づき、45 物質

以上について、平成 16 年度までに内分泌かく乱作用につ

いての有害性評価を行うとともに、ＯＥＣＤの試験法の開

発に協力する。 

SPEED'98 の評価対象物質のうち有

害性評価に着手した物質数 

24      

(H14 年度)

45 物質   

(H16 年度)

7

化
学
物
質
対
策 

(1) 
環境リスク

の評価 
2,443 

(下位目標３) 

PRTR 対象物質などのうち、平成 13 年度から平成 16 年

度までに 220 物質を目標として基礎情報を収集し、環境リ

スク評価を進める。 

情報収集対象物質数 
100     

(H14 年度)

220 物質  

(H16 年度)

有害性の高い化学物質の環境残留状

況の把握及び環境リスクの評価・管理に

資するデータを取得するため、115 物質

について汚染実態調査を実施した。ＳＰＥ

ＥＤ'98 でリストアップされた内分泌かく乱

作用を有すると疑われる化学物質６５物

質のうち、優先して環境リスク評価に取り

組む物質として新たに24物質を選定し評

価に着手した。また、国際的な連携として

内分泌かく乱化学物質に関する国際シン

ポジウムを開催した。環境リスクの評価

については、ＰＲＴＲ対象物質等のうち、

新たに 50 物質について有害性に関する

基礎情報を集め、現在までに 100 物質の

情報を収集し、環境リスクの初期評価の

ための作業を推進した。 

化学物質による環境汚染の実態調査

の実施、内分泌かく乱作用が疑われてい

る化学物質についての有害性評価や環

境リスク初期評価を計画的に進めており

着実に成果をあげている。また、内分泌

かく乱化学物質のスクリーニング・試験

法の開発においては、魚類、鳥類、両生

類について、一定の成果をあげ、新規に

着手した無脊椎動物についても新たな指

標（エンドポイント）を発見するなど大きな

成果をあげた。環境汚染実態調査につ

いては、環境中の化学物質の分析法開

発及び精度管理を強化していく必要があ

る。また、環境リスク初期評価を着実に

推進するとともに、PRTR データを環境リ

スク評価に更に活用する必要がある。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

 ダイオキシン類及び農薬を含む化学物質による環境リスクを管理し、人の

健康の保護及び生態系の保全を図る。 
 

  

ダイオキシン類歳出量削減率 

（９年比）（％） 

77      

(H13 年度)

約 90    
(H14 年度末)  

大気 
99.2     

(H13 年度)

公共用水域 
97.9     

(H13 年度)

ダイオキシ

ン類に係る

環境基準

達成率（％）
地下水質 

100     

(H13 年度)

100     

(可及的 

速やかに)

(下位目標１) 

ダイオキシン類について排出総量を平成 14 年度末まで

に平成 9 年度比約 9 割を削減、維持する。環境基準達成

率を 100％にする。また、1 日摂取量を耐容一日摂取量以

下にする。 

１人あたりの１日摂取量

(pg-TEQ/kg/日) 

1.68     

(H13 年度)
4 

(下位目標２) 
新たな水産動植物に係る登録保留基準を速やかに設

定する。 

新たな水産動植物に係る登録 

保留基準の設定割合 

(H17 年度

施行) 
100%    

(H19 年度末)

(2) 
環境リスク

の管理 
103,110

(下位目標３) 

化学物質審査規制法に基づき、新規化学物質の審査を

行うとともに、既存化学物質の点検を計画的に進める。ま

た、生態系の保全を視野に入れた化学物質の審査・規制

制度を導入する。 

既存化学物質点検を行った 

化学物質数(累計：種) 

11     

(H14 年度)

51     

(H16 年度)

ダイオキシン類の総排出量は、９年

比で約８割削減しており、また、大気

等の常時監視等の結果では、おおむ

ね環境基準に適合している。平均的

な１人当たりの一日摂取量はＴＤＩ(耐

用一日摂取量)と比較しても低くなって

いる。農薬については、14 年度は水

産動植物に係る登録保留基準の改定

について検討し、告示改正を行い、17

年度から施行することとした。       

化学物質審査規制法に基づき、厚

生労働省及び経済産業省とともに、新

規化学物質 292 件の届出に対し審査

を実施した。既存化学物質６物質につ

いて毒性に関する文献を整理した。   

また、化学物質審査規制法につい

て、化学物質の動植物への影響に着

目した審査・規制の導入等を内容とす

る改正案を厚生労働省及び経済産業

省とともに第 156 国会に提出した 

ダイオキシン類については、排出削

減目標、環境基準達成率、一日摂取

量の観点から目標達成状況はおおむ

ね良好である。                

農薬及びその他の化学物質につい

ては、法に基づく規制等を着実に実施

するとともに、制度改正を行うことによ

り生態系保全を視野に入れた対策が

可能となり、今後の制度の具体化に

備えているところであり、目標の達成

に向けて大きな前進があった。 

 PRTR データの集計・公表及びその有効利用を図るとともに、化学物質に関

するリスクコミュニケーションに資する人材育成・活用や場の提供を行う。 

      

(下位目標１) 

ＰＲＴＲデータの円滑な集計・公表を行い、環境リスクの

理解に有用な情報を提供するほか、環境リスクの管理や

リスクコミュニケーションなどに幅広く活用する。 

PRTR データの集計及び公表 
第１回公表  
(H15 年 3 月)

毎年１回 

公表 

化学物質アドバイザーの登録人数

(人） 

18      

(H14 年度)

要すれば 

当面 50 名

まで拡充 

(3) 

リスクコミュ

ニケーショ

ンの推進 

331 

(下位目標２) 

化学物質に関するリスクコミュニケーションに資する人

材（化学物質アドバイザー）の育成・活用を行うとともに、

化学物質に関する対話の場として、市民、産業、行政等か

らなる「化学物質と環境円卓会議」を定期的に開催する。 「化学物質と環境円卓会議」 

開催回数(回） 

4      

(H14 年度)

当面定期的

に開催 

平成 14 年度から事業者より排出量

等の届出（約３万５千事業所）の受付

を開始し、また、届出対象外の排出源

からの排出量の推計を行い、第１回

目の集計結果（13 年度ＰＲＴＲデータ）

を 15 年３月に公表した。また、公表日

以降、個別事業所データの開示請求

への対応を開始した。化学物質アドバ

イザーとして１８名を育成・登録して派

遣を開始するとともに、「化学物質と環

境円卓会議」を４回開催した。 

平成 15 年３月の第１回目のＰＲＴＲ

データの集計・公表、化学物質アドバ

イザーの登録、「化学物質と環境円卓

会議」の開催等当初目標どおり着実

に実施したところである。しかしなが

ら、これらの取組は緒についたところ

であり、ＰＲＴＲデータの精度の向上、

データ集計・公表システムの改良等改

善すべき課題が残っており、また、化

学物質やその環境リスク等に関する

市民の理解や市民・産業・行政等のリ

スクコミュニケーションについても推進

していく必要がある。 

 化学物質による地球規模の環境汚染を防止するため、化学物質関係の各

条約に関連する国内施策の推進及び国際機関等との連携・協力を図る。 

      

POPs 条約に基づく 

国内実施計画の策定 
 

2004(H16)

年度 

7

化
学
物
質
対
策 

(4) 

国際協調 

による取組

の推進 

267 

(下位目標１) 

化学物質関係の各条約（残留性有機汚染物質に関する

ストックホルム条約（POPs 条約）、国際貿易の対象となる

特定の有害な化学物質及び駆除剤についての事前かつ

情報に基づく同意の手続きに関するロッテルダム条約

（PIC 条約））に関連する国内施策を推進するとともに、

OECD などが進める化学物質対策との連携及びアジア太

平洋地域における国際協力を強化する。 

ＰＩＣ条約の締結  
2003(H15)

年度 

ＰＯＰｓ条約については、国会の承認を

得て 14 年８月に我が国も加入し、環境省

が事務局となって関係省庁連絡会議及

び幹事会を設置するとともに、条約に基

づく国内実施計画の策定作業を開始し

た。ＰＩＣ条約については、14 年度に条約

の締結の承認を求めるための案件につ

いて、第 156 国会へ提出した。 

ＰＯＰｓ条約については、条約に基づく

国内実施計画の策定作業を開始し、16

年度中の策定に向けて着実に進んでお

り、今後は、地球規模でのＰＯＰｓの削減

等に向けて、他の地域と比較して遅れが

ちなアジア太平洋地域におけるＰＯＰｓの

削減等に積極的に貢献していくことが必

要である。一方、ＰＩＣ条約については、条

約の承認を得るための案件について第

156 国会に提出しており、15 年度中の締

結に向けて着実に進んでいる。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

生物多様性国家戦略に示された施策を総合的かつ計画的に実施し、「自

然と共生する社会」の実現を図る。 

   

(下位目標１) 

新たに策定した生物多様性国家戦略を踏まえ、自然環

境保全の各分野に生物多様性保全の観点をより強く組み

込む。 

－ － － 

(下位目標２) 
自然環境保全のための政策の策定に必要な情報を収

集・整備する。 
モニタリングサイトの設置数 

0     

(H14 年度)

1,000     

(H18 年度)

(1) 

生物多様性

の確保に 

係る施策の 

総合的 

推進 

797 

(下位目標３) 
開発途上国に対する支援等により国際的な生物多様性

の保全を図る。 
－ － － 

生物多様性国家戦略に基づき、国

内希少野生動植物種の指定、生息地

等保護区の指定、自然公園法の改正

等を実施した。                

第６回自然環境保全基礎調査とし

て、植生図の更新、動植物分布調査、

浅海域生態系調査等を実施するとと

もに、過去の調査の成果を電子化し、

インターネットにより公表した。全国に

1000 箇所の定点を設置して、生態系

に係る長期的なモニタリングを展開す

るモニタリングサイト 1000 の実施内容

について検討した。また、東アジア地

域のサンゴ礁の研究・モニタリングや

渡り鳥の保全のための国際的取組へ

の参加等を行った。 

「新・生物多様性国家戦略」に基づ

き、自然公園法の改正等がなされるな

ど、生物多様性保全の観点をより強く

組み込む取組が効果的に行われた。  

生物多様性施策の基礎となる自然

環境の基盤情報が着実に蓄積される

とともに、ＩＴ技術を用いてデータが整

備され、生態系のきめ細かな管理を

進める上で効果的に事業が実施され

た。                       

また、サンゴ礁や渡り鳥の保全のた

めの国際的取組への参加、国際条約

の適切な履行、国際的非政府機関へ

の拠出等によって、自然環境保全分

野での国際協力を積極的に推進して

おり、国際的な評価を得ている。 

 原生的な自然及び優れた自然を保全するとともに、里地里山などの二次的

自然環境や干潟などの湿地についてもその特性に応じ保全する。 

   

(下位目標１) 
国所管の原生自然環境保全地域・自然環境保全地域・

国立公園を適切に保全管理する。 
－ － － 

(下位目標２) 
世界自然遺産地域に関する調査及び適切な保全管理

を実施する。 
－ － － 

(下位目標３) 
国立公園の適正な保全管理のため、国立公園計画の

点検を行う。 
国立公園計画の点検実施済地域数 

21      

(H14 年度)

57     

(H19 年度)

(下位目標４) 
里地里山の保全と持続的な利用の推進及び生物の生

息空間(ビオトープ)確保とそのネットワーク化を推進する。
－ － － 

8

自
然
環
境
保
全
と
自
然
と
の
ふ
れ
あ
い
の
推
進 

(2) 
自然環境の

保全 
1,308

(下位目標５) 
湿地、藻場、干潟、サンゴ礁等の重要な生態系を保全

する。 
－ － － 

自然環境保全法や自然公園法等に

基づく施策の立案・実施を通じて、原

生的な自然及び優れた自然の保全を

図った。 

里地里山などの二次的自然につい

ては、全国的な分析を実施するととも

に、手法・体制に係るケーススタディを

開始した。                   

さらに、都市地域等の身近な自然を

確保するビオトープ整備事業に対し補

助を行うことにより、その保全を図っ

た。 

干潟・藻場等の湿地については、保

全の強化に資する基礎的情報の収

集・整備を行った。 

自然環境保全地域、自然公園、世

界自然遺産地域等に関する施策の立

案・実施を通じて、自然環境の適正な

保全が図られた。 

里地里山等については、全国的レ

ベルの分析を行うことによって保全の

必要性に対する認識を高めるなど成

果をあげている。また、効果的な補助

を通じて、都市地域等の身近な自然と

してニーズの高いビオトープ整備が進

められた。                  

干潟・藻場等の湿地については、タ

イプ毎の保全策の立案等に有効な基

礎的情報の整備を進めた。今後、国

立公園については、一層の質の向上

を図り将来にわたる資産として更に充

実していくとともに、里地里山の保全と

持続可能な利用に関しては、これまで

の検討を踏まえ、関係省庁、機関、団

体等との連携による保全のための取

組を進める必要がある。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

(3) 
自然環境の

再生 
968 

 生物多様性保全の観点から望ましい自然環境を積極的に確保するため、

関係省庁と連携し、 地方自治体や専門家、ＮＧＯ等の参画を得つつ、失わ

れた自然を積極的に再生する。 

－ － － 

14 年度より自然再生事業を釧路湿

原、くぬぎ山(埼玉県）において実施し

ている。釧路湿原では､各種開発や土

砂流入によって消失・劣化した湿原の

再生、くぬぎ山では点在する改変地の

植生復元による里山の再生を実施し

た。その他、全国９カ所で、事業対象

地の生態系の詳細調査及び具体的な

再生手法を検討するための自然再生

推進計画調査を実施した。 

自然再生に係る調査の実施は、生

物多様性の観点から自然再生事業を

効果的かつ効率的に実施するための

モニタリングの基礎となるデータの収

集等の点で有効に機能している。計

画段階から専門家、地元の市民等の

参画を得た自然再生事業の実施によ

り、地域の自然特性に応じたきめ細や

かな取り組みを合意を得つつ推進す

ることが可能となっている。           

また、自然再生事業の実施により、

自然環境の再生が図られ、政府が取

り組むべき重要課題である「自然と共

生する社会の実現」が着実に推進さ

れている。 

 希少野生動植物については、生息状況等の調査を実施し、現状把握を行う

とともに種の保存法に基づきその保護増殖を図る。また、鳥獣の保護管理に

より鳥獣と人との共生を図る。移入種及び遺伝子組換え生物による生物多

様性への影響を防止する。 

   

(下位目標１） 

  レッドリスト等に記載されている希少野生動植物につい

て、その生息状況等の情報の収集に努め、レッドデータブ

ックの改訂に反映するとともに、必要性の高い種について

モニタリングを行う。 

－ － － 

(下位目標２） 

  希少野生動植物の指定、捕獲・譲渡し等の規制、生息

地等保護区の指定と管理、保護増殖事業及び種の保全

に係る調査研究を推進する。 

－ 

 
－ － 

(下位目標３） 

  鳥獣の保護を図るための事業を実施するとともに、鳥獣

による生活環境、農林水産業又は生態系に係る被害を防

止し、併せて猟具の使用に係る危険を予防する。 

（参考指標） 

国指定鳥獣保護区箇所数(箇所） 

56      

(H14 年度)

80 箇所   

(H18 年度)

8

自
然
環
境
保
全
と
自
然
と
の
ふ
れ
あ
い
の
推
進 

(4) 

野生生物の

保護 

管理 

1,299 

(下位目標４） 

  生態系に悪影響を与える移入種の対策として捕獲など

を実施するとともに具体的な制度の検討を進める。また、

生物多様性条約カタルヘナ議定書に対応した国内担保法

の整備・施行等により、遺伝子組換え生物による生物多様

性への悪影響の防止を図る。 

－ － － 

希少野生動植物については、生息

状況等の調査による現状把握を行う

とともに種の保存法に基づきスイゲン

ゼニタナゴ等国内希少野生動植物種

の指定を行ったほか、保護増殖事業

を実施した。                  

また、鳥獣保護法の改正を行うとと

もに、特定鳥獣保護管理計画制度の

推進を行った。                

移入生物については、遺伝子組替

え生物に関し、カルタヘナ議定書の国

内担保法案について第 156 国会に提

出するとともに、移入種対策について

検討を始めた。 

鳥獣保護法の改正、遺伝子組換え

生物等の使用等の規制による生物の

多様性の確保に関するカルタヘナ議

定書国内担保法の策定準備、移入種

対策の検討などの政策の仕組みづく

りについて進展が見られ、また、国設

鳥獣保護区の新規指定、希少野生動

植物の指定（国内、国際）及び猟法規

制の強化を図るとともに、国際的に重

要な湿地に関するラムサール条約締

約国会議や国際的に希少な野生動植

物の国際取引に関するワシントン条

約締約国会議への参加など国際的取

組等を推進し、一定の成果をあげた。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

 動物の愛護と適正な管理を通じた人と動物との共生を図るため、国民の意

識の向上を図るとともに、 自治体、動物販売業者による飼い主等への適切

な指導、情報提供の確保、地域における 動物の適正飼養推進のための体

制づくりを推進する。 

－ － － 

(下位目標１) 

動物の愛護と適正な管理について広く理解と関心を得

るため、効果的な普及啓発資料を作成し、都道府県等と

連携して啓発事業を検討及び実施する。 

－ － － 

(下位目標２) 

都道府県等と連携して、動物愛護を推進するためのモ

デル協議会を設置する。また、動物販売業者など動物取

扱業者の実態把握に努めるほか、動物販売業者用説明

マニュアルを作成し、都道府県等による動物愛護及び管

理の取組への支援を行い、動物の適正飼養を推進する。  

－ － － 

(5) 
動物の愛護

及び管理 
60 

(下位目標３) 

移入種問題への対策として生物多様性に悪影響を及ぼ

すおそれのある動物の飼養のあり方等について制度を検

討する。 

－ － － 

都道府県等と連携を図りながら、普

及啓発資料の配付、全国47都道府県

及び 39 市で動物愛護週間行事を実

施する等、動物愛護管理の普及啓発

を推進するとともに、動物販売業者か

ら飼い主等への説明が適切に行われ

る た め の マ ニ ュ ア ル を 作 成 し た 。  

また、モデル事業の結果を踏まえ動

物愛護推進員及び協議会の立ち上げ

並びに活動の指標となるガイドライン

を策定した。                  

都道府県等動物愛護担当職員の

適正飼養に関する知識及び能力が向

上しており、近年、多くの都道府県等

で適正飼養講習会等が実施されるこ

とにより、引取処分される犬ねこの数

は減少傾向にある。 

普及啓発やモデル事業の実施等に

より、動物の愛護と適正な飼養の推進

が図られたが、人と動物との共生を図

るためには、引き続き普及啓発を図る

とともに、官民連携した地域における

体制づくりへの支援等が必要である。  

また、動物の愛護と適正飼養のあり

方について、基準や制度の見直しに

ついて検討するとともに、生物多様性

に悪影響を与える恐れのある動物の

飼養のあり方等について検討を行う

必要がある。 

 自然とのふれあいを求める国民のニーズに的確に応えるとともに、自然と

のふれあい活動を通じて、 自然への理解を深め、自然を大切にする気持ち

を育成する。 

   

(下位目標１) 

自然公園指導員やパークボランティアの活動の質の向

上及び自然公園のビジターセンター等での自然解説活動

を行う者の質の向上を図る。また、自然ふれあい体験活

動の先進地である田貴湖ふれあい自然塾等で、モデル的

な体験プログラムの開発、実践を進め、情報発信等を実

施する。 

－ － － 

（参考指標） 

子どもパークレンジャー参加者数

(人） 

968     

(H14 年度)
－ 

(下位目標２) 

自然に親しむ運動等により、自然とのふれあいの推進

を都道府県等に広く呼びかけるとともに、観察会等を実施

する。また、ホームページ（インターネット自然研究所）など

により、自然とのふれあい施設、各種行事等の自然情報

を提供。これらの充実に努め、自然とのふれあいの機会

の提供を図る。 

インターネット自然研究所 

（ホームページ）アクセス数(件） 
466,720    

(H15 年 3 月)
－ 

(下位目標３) 

国立・国定公園等の自然公園におけるすぐれた自然や

里山等身近な自然の中で、国民が自然に学び、自然を体

験する、自然との豊かなふれあいの場づくりを推進する。 

（参考指標） 

自然公園等の利用者数(千人） 

934,732    

(H13 年度)
－ 

8
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然
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(6) 

自然との 

ふれあいの

推進 

13,936 

(下位目標４） 

温泉法の適正な運用に努めるとともに、温泉の保護及

び効率的利用等に関する調査やふれあい・やすらぎ温泉

地整備事業を実施する。 

（参考指標）  

国民保養温泉地年度 

延宿泊利用人員(人） 

15,121,005

(H14 年度)
－ 

自然公園指導員、パークボランティ

アへの研修の実施を行うとともに、田

貫湖ふれあい自然塾で自然環境学習

に寄与するモデル的な活動プログラ

ムを開発し、自然観察の森等におけ

る先進的な取組の支援を実施した。ま

た、自然保護官（レンジャー）の指導

の下、約 1,000 人の小中学生が国立

公園等のパトロール、自然探勝路や

登山道等の清掃・維持補修、自然観

察活動等に取り組むプログラムを実

施した。インターネット自然研究所に

ついて、操作性の向上や新たなコンテ

ンツの追加などの内容の充実を行っ

た。また、自然公園等の利用拠点に

おける駐車場の整備や公園利用の活

性化を図る事業等による自然とのふ

れあいの場の整備を行うとともに、ふ

れあい・やすらぎの温泉地の整備によ

り健全な温泉利用を通じた自然との

ふれあいを推進した。 

自然とのふれあい活動のサポート、

自然とふれあうための機会や情報の

提供、自然とのふれあいの場の整備

及び温泉の保護と適正利用の推進の

実施により、自然とのふれあいを求め

る国民のニーズに応えるとともに、自

然とのふれあい活動を通じて自然へ

の理解を深め、自然を大切にする気

持ちの育成が図られた。             

今後は、より環境教育・環境学習の

視点を重視するなど、自然とのふれあ

いに関する各種施策の充実を図りつ

つ、総合的に推進することが必要であ

る。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

 環境関係の広い分野で我が国の国際的な地位と能力に照らして十分な貢

献を行う。 

   

(下位目標１) 

貿易と環境の相互指示性を確保する。 

（*注 相互指示性：環境に対する貿易のマイナスの影響

を最小にしプラスの効果を最大にするため、また、環境政

策の要請と自由貿易の要請が衝突する場合に必要な調

整を図るために環境政策と貿易政策を相互に支え合うも

の） 

－ － － 

(下位目標２) 

持続可能な森林経営の基準・指標に関する取組を推進

し、国連森林フォーラム、生物多様性条約等における森林

の保全に係る国際的取組へ積極的に貢献する。 

－ － － 

(下位目標３) 

人間活動と砂漠化の相互影響、幅広い主体の参加によ

る社会経済的視点を含めた総合的な砂漠化対策などにつ

いて調査・検討し、砂漠化対処条約に基づく国際的取組へ

積極的に貢献する。 

－ － － 

(下位目標４) 

「環境保護に関する南極条約議定書」及び国内担保法

の着実な施行等を図り、環境影響評価、動植物相の保

護、廃棄物の処理及び管理、海洋汚染の防止、保護区域

における活動の制限などによる南極地域の環境保全を推

進する。 

－ － － 

(下位目標５) 

アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（ＡＰＮ）を活用

し、アジア太平洋地域において、科学的側面から環境保

全政策形成能力の向上を図る。 

－ － － 

(下位目標６) 

アジア太平洋地域の研究機関と共同で、アジア太平洋

環境イノベーション戦略プロジェクトを推進し、統合的環境

モニタリング、環境・経済統合モデルの構築、革新的な環

境戦略オプションの提供等を通じて環境管理政策の形成

を支援する。 

プロジェクト成果の 

政策形成への活用国数 

0      

(H14 年度)

延べ５ヶ国  

(H17 年度)

(1) 

地球環境保

全に関する

国際的な 

貢献と連携

の確保 

2,001 

(下位目標７) 

ＩＰＣＣ(気候変動に関する政府間パネル），ＩＧＥＳ（地球

環境戦略研究機関）のような国際機関等が進める地球環

境保全に資する取組を支援することにより、国際的な貢献

と連携の確保を図る。 

－ － － 

ヨハネスブルグ・サミット等国際会議

の場で積極的な貢献を行った。森林

の保全及び砂漠化対策については、

学識経験者等の知見を活用して、対

策手法について調査・検討を行い、そ

の成果を踏まえ国際会議等において

技術的な知見の提供を行った。また、

南極の保全については、南極環境保

護議定書及び国内担保法の着実な施

行を図り、南極の環境保全に関する

国際的枠組みの遵守を推進した。ヨハ

ネスブルグ・サミットにおけるタイプ２イ

ニシャティブのひとつとして、「持続可

能な開発のための科学的能力向上プ

ログラム」及び「アジア太平洋環境イノ

ベーション戦略プロジェクト」を登録し、

アジア太平洋地域の持続可能な開発

に向けて、途上国の環境保全政策形

成能力の向上に資するプロジェクトを

推進した。 

地球環境保全に関する国際的な取

組として、ヨハネスブルグ・サミット等

の国際会議の場で積極的な貢献を行

い、国際的な環境政策の推進に寄与

した。また、森林の保全や砂漠化対

策、南極地域の環境保全などの分野

についても、国際的な環境政策の推

進に寄与した。                

今後は、ヨハネスブルグ・サミットを

踏まえた、持続可能な開発を具体的

に実現していくための長期的な取組を

実施する必要がある。 

 開発途上地域の環境と開発の統合に向けた自助努力を支援するとともに、

各種の環境保全に関する国際協力を積極的に推進する。 
－ － － 

(下位目標１) 開発途上地域の環境の保全へ協力する。 － － － 

(下位目標２) 地方公共団体又は民間団体等による活動を推進する。 － － － 

(下位目標３) 国際協力の実施にあたっての環境配慮を行う。 － － － 

9
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(2) 

開発途上 

地域の環境

の保全等に

関する 

国際協力 

248 

(下位目標４) 国際協力の円滑な実施のための国内基盤を整備する。 － － － 

日中韓三カ国環境大臣会合等を開

催し、具体的な環境協力プロジェクト

の進捗状況等について報告した。ま

た、北東アジア地域５カ国(日本、韓

国、中国、モンゴル、ロシア）の環境専

門家による情報交換・政策対話のた

めの会合等を実施した。 

開発途上地域の環境保全について

は着実に進展しているものの、同地域

の環境問題は依然として深刻であり、

技術面・資金面について、我が国等先

進国への協力要請は強いことから、

引き続き、開発途上地域への国際協

力を積極的に展開する必要がある。 
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Ⅱ 各種施策を統合する基盤及び各主体の参加に係る施策 
 

施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

 環境基本計画を効果的に実施するための基盤整備を進める。          
   

(下位目標１) 政府活動に環境配慮を効果的に織り込んでいく。 

（参考指標） 

環境配慮の方針の策定状況    

環境管理システムの導入状況 

3      

(H14 年度)
全府省 

(下位目標２) 
環境施策を総合的に進めるために統計データなどの充

実を図る。 
－ － － 

(下位目標３) 
次期環境基本計画における具体的な目標設定に向け

た検討を進める。 
－ － － 

（参考指標） 

環境基本計画の認識率（％） 

15（国民）  

19（事業者）  

(H13 年度)

－ 

（参考指標） 

環境白書の発行部数 

22,000    

(H14 年度)
－ 

1 環境基本計画 

の効果的実施 
233 

(下位目標４) 
環境基本計画及び環境白書を活用し環境保全意識等

の向上を図る。 

（参考資料） 

環境白書表紙絵ｺﾝｸｰﾙの応募数 

1,540     

(H14 年度)
－ 

環境省、総務省及び国土交通省の

３省において環境配慮の方針及び環

境管理システムが導入され、政府活

動における環境配慮の織り込みが図

られたほか、統計データの充実、目標

設定への検討が実施されるなど、環

境基本計画を効果的に実施するため

の基盤整備が進められた。 

各種計画と環境基本計画との調和

が図られたことなど政府における環境

基本計画の総合的な推進について、

一定の成果は見られた。また、統計デ

ータの充実、自主的取組を有効に機

能させるための方策など目標設定へ

の検討が実施されるなど、環境基本

計画を効果的に実施するための基盤

整備が進められた。             

環境基本計画の効果的実施には、

環境の視点だけでなく、環境保全施策

に係る社会、経済も視野に入れたマク

ロ分析が重要であり、環境により効果

的かつ経済的にも効率的な環境保全

施策の展開に向け、環境政策の社会

経済への影響、環境負荷低減効果の

分析など、基礎的実証的な政策研究

が必要である。 

国民、事業者、民間団体など各主体の環境への関心や理解を深め、環境

に配慮した行動を促進する。                                

   

(下位目標１) 

環境教育・環境学習の人材を育成、確保、活用するた

め、環境カウンセラーなどの人材登録システムの充実等

の施策を進める。 

環境カウンセラー登録者数（人） 
3,279     

(H14 年度)
5,500 名   

(H15 年度末)

(下位目標２) 

平成 15 年度末までに、環境学習支援事業により、廃棄

物、水質、大気、都市環境、総合プログラムの各分野の環

境学習のプログラムを整備する。 

学習プログラムの発行 

都市環境    

(H14 年度)   

(累計：廃棄

物、大気、 

水質、 

都市環境) 

廃棄物、水

質、大気、都

市環境、総合

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの学

習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ   

(H15 年度末)

(下位目標３) 
都道府県･政令指定都市に対して、環境省の施策や全国

の地方公共団体が行う施策についての情報を提供する。
－ － － 

(下位目標４) 

環境教育・環境学習に関する場や機会の拡大を図るた

め、こどもエコクラブなどの各種の学習の機会を提供等の

施策を進める。 

こどもエコクラブ数 
3,993     

(H14 年度)
24,000   

(H17 年度末)

(下位目標５) 

地球環境基金による民間団体が行う環境保全活動の

支援を行う。また、地方公共団体において、各主体の連携

の下、モデル事業を実施する。 

地球環境基金の助成件数（件） 
227     

(H14 年度)
－ 

2 環境教育・ 

環境学習の推進 
406 

(下位目標６) 
日中韓３カ国で環境教育に関する情報交換・交流等を

図る。 
－ － － 

環境カウンセラーについては、14 年

度は 381 名が新規登録され着実に増

加しているが、15 年度末の目標に対

して約６割にとどまっている。こどもエ

コクラブ数は約 4,000 クラブのとどまっ

たが、会員数についてはクラブ当たり

の会員数の増加に伴い、前年度を約

2,500 名上回る約 77,500 名の登録とな

り会員数は増加しており、学習機会や

人材育成の基盤は確立しつつある。

インターネットやＣＤ－ＲＯＭといった

新しい情報メディアを使った情報提供

も始めた。 

また、地球環境基金により、227 の

民間団体に対し、総額 804 百万円の

活動費助成を行った。 

こどもエコクラブ数、環境カウンセラ

ーの登録数については着実に増加を

続けており、プログラムの整備につい

ては CD-ROM 化によるコスト削減で

配布数・配布先を拡大し、有効活用さ

れている。また、国民、事業者、民間

団体などの各主体の取組に対する支

援策等についても、一定の成果を上

げている。しかし、各主体へ環境に対

する関心や理解を十分深めさせるに

は至っておらず、新たな手法の開発や

見直しをも含めた施策の更なる推進

が必要である。具体的には、各主体に

対する環境教育の担い手となる人材

の育成や情報提供の仕組みを開発、

環境カウンセラー制度の更なる推進

施策の実施等が必要である。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

NGO、企業等の各主体間のネットワークの構築や情報の交換により、環境

パートナーシップの形成を促進する。                           

   

ホームページアクセス数（件） 
124 万   

(H14 年度)

300 万   

(H18 年度)

環境らしんばん登録団体数（団体） 
522     

(H14 年度)

2,000    

(H18 年度)
(下位目標１) 

地球環境パートナーシップﾌﾟﾗｻﾞ及び環境パートナーシ

ップオフィスを活用して各主体間の交流ネットワークを促

進する。 

メールマガジンの配信人数（人） 
1,908     

(H14 年度)

3,000     

(H18 年度)

(下位目標２) 
環境保全活動の取組がよりよいパートナーシップ形成

の下で実施されるための手法を検討し蓄積する。 
－ － － 

タウンミーティングの開催回数 

及び参加者数 

2 回 703 人  

(H18 年度)
－ 

3 環境パートナー 

シップの形成 
222 

(下位目標３) 

国民との直接対話による環境省の政策等に関する情報

提供、意見交換等により政策の企画段階での参加を促進

し、国民との直接対話を通した政策の企画、立案、実施を

図る。 ＭＯＥメールの件数（件） 
16,507    

(H18 年度)
－ 

地球環境パートナーシッププラザホ

ームページ、メールマガジンや情報誌

等からの情報提供を行ってきたが、ア

クセス数及び環境らしんばん団体登

録数も増加しており、各主体間のネッ

トワーク構築の促進に貢献している。

また、環境 NGO と環境省との政策立

案面におけるパートナーシップ形成を

促進、強化するためにＮＧＯ等から環

境に関する優れた政策提言を募集し

たところ 85 件の応募があり、優れた庭

園提案について環境省の施策に反映

させた。また、タウンミーティングを全

国２カ所で開催し、地域住民との対話

を進めた。また、ＭＯＥﾒｰﾙ（国民から

の意見・提案を受け入れるための専

用のメールアドレス等）の件数は前年

比 103％と大幅に伸びた。 

地球環境パートナーシッププラザ／

環境パートナーシップオフィスを平成８

年に開設して以来、各主体のパートナ

ーシップの促進のために様々な NGO

支援や情報の提供を行ってきており、

一定の成果があがっている。 現在で

は全国各地にNGOを支援する拠点施

設の設置が促進されてきており、地域

における支援が広がりつつある。ま

た、国民との直接対話による政策等

に関する情報提供、意見交換により、

国民の環境意識が向上し、国民と環

境省のパートナーシップが構築されつ

つある。 

 経済的手法や事業者が自主的に環境配慮を行う仕組み等を通じて、経済

活動における環境配慮の徹底を図る。                         
   

(下位目標１) 

税制優遇措置又は税、課徴金等の経済的な負担を課

す措置の導入を検討し、適切にそれらの措置を講じてい

く。また、各分野の補助金による環境の影響についての調

査検討を行い、引き続き、環境負荷の減少に資する方向

への移行に努める。 

 － － 

上場企業 
34.0     

(H14 年度)

約 50    

(H22 年度)
環境報告書

公表企業

（％） 

非上場企業 
12.2     

(H14 年度)

約 30     

(H22 年度)

上場企業 
26.8     

(H14 年度)

約 50    

(H22 年度)

4
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(1) 

経済活動に

よる環境配

慮の徹底 

156 

(下位目標２) 

環境マネジメントシステム、環境報告書等の企業が自ら

行う活動の把握、公表等の取組を通じ、環境保全に自主

的・積極的に取り組む企業が高く評価される社会システム

が構築され、環境への負荷の高い企業の事業活動が自

主的に低減される。 
環境会計

実施企業数

（％） 

非上場企業 
13.3     

(H14 年度)

約 30     

(H22 年度)

環境負荷の少ない自動車の普及を

図るためこれらの自動車に係る自動

車税のグリーン化や自動車取得税の

税率の軽減措置等を延長及び拡充す

るとともに、公害防止用設備等に係る

特別償却制度等の適用期限を延長し

た。また、税制優遇措置や税・課徴金

等の経済的な負担を課す措置の導入

を検討し、平成 15 年度税制改正にお

いて環境関連の税制優遇措置を盛り

込んだ。また、石油税等の特定財源

のグリーン化を行った。              

事業者の環境報告書や環境会計

への取組は着実に進展しており、さら

にこうした事業者の自主的な環境へ

の取組を支援するためのツールとして

環境パフォーマンス指標ガイドライン

などを作成した。また、環境報告書の

審査登録制度及び環境活動評価プロ

グラム（エコアクション２１）の認証制度

の実施に向けた検討を進めた。 

税の優遇措置を通じて環境配慮の

徹底に資するとともに、今後の更なる

環境配慮の徹底に向けた温暖化対策

税の導入に向けた議論の進展を図る

ことができた。                      

また、環境報告書、環境会計や環

境活動評価プログラム（エコアクション

２１）に取り組む事業者数の着実な増

加に見られるように、事業者の自主的

な環境への取組は着実に進展してお

り、本施策は経済活動における環境

配慮の徹底に向けた取組の進展に寄

与していると考えられ一定の成果は

出ているものの、未だ十分な成果は

得られていないことから、より一層の

普及促進を図るため、環境報告書の

審査登録制度及び環境活動評価プロ

グラム（エコアクション２１）の認証制度

の確立・運営の実施を含め、事業全

体の拡充を図ることが必要である。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

 環境に配慮した製品・サービスや環境保全に貢献する事業活動を促進す

る。 

   

環境ビジネスの市場規模（兆円） 
約 30     

(H12 年度)

約 50     

(H22 年度)

(下位目標１) 
環境ビジネスの市場規模及び雇用規模を平成９年比で

それぞれ２倍にする。 

環境ビジネスの雇用規模（万人） 
約 77     

(H12 年度)

約 140    

(H22 年度)

地方公共団体 
約 26     

(H14 年度)

100 

（H22 年度）

上場企業 
22.9     

(H14 年度)

約 50     

(H22 年度)

(2) 

環境保全型

産業活動の

促進 

103 

(下位目標２) 
地方公共団体、事業者等によるグリーン購入の取組み

が制度的に実施されるよう必要な措置を講じていく。 

地方公共団

体、企業に

おける 

グリーン購

入実施率

（％） 

非上場企業 
17.8     

(H14 年度)

約 30     

(H22 年度)

９年度現在の市場規模は約 25 兆

円、雇用規模は約 70 万人（平成 11 年

度調査）であったものが、12 年度現在

では、市場規模が約 30 兆円、雇用規

模が（平成 14 年度調査）約 77 万人に

増加した。                   

14 年度においては、グリーン購入

法の対象となる国、独立行政法人等

の公的機関全てが調達方針を作成

し、これに基づいた環境物品等の調

達が実施された。全国 13 ヶ所におい

て、地方公共団体等に対する説明会

を実施することにより、グリーン購入

法等に対する理解の醸成を図った。

事業者におけるグリーン購入に対す

る取組については、14 年度環境にや

さしい企業行動調査によると、上場企

業及び非上場企業においてもいずれ

も前年度より増加しており、民間事業

者においてもグリーン購入の動きが着

実に進展している。 

国及び地方公共団体によるグリー

ン購入の推進により、環境物品等の

調達の対象範囲等の大幅な拡大が図

られ、予算規模も拡大し、市場に与え

るインセンティブはより大きなものとな

っている。また、地域ネットワークの設

立や各種情報提供体制の整備によ

り、各主体による環境配慮型製品等

に関する情報の共有化が図られつつ

ある。環境ビジネスの市場規模及び

雇用規模は、14 年度の調査によれ

ば、22 年には約 47 兆円、約 112 万人

になると推計しており、今後も着実に

拡大すると考えられるが、目標の達成

のためには一層の普及促進を図るた

めの施策展開を図る必要がある。今

後は、基礎調査等だけでなく、環境ビ

ジネスへの振興、金融分野における

環境配慮の促進等に関する具体策を

検討し、展開していくことが必要と考え

られる。 

 環境事業団の効果的な運営を進める。 

   

4

環
境
と
経
済
の
統
合
に
向
け
た
取
組 

(3) 

環境事業団

の効果的な

運営 

5,476 

(下位目標１) 
管理費等事務費を効率的に執行し、当該年度執行額を

対前年度実績額以下とする。 

助成額交付金のうち 

管理諸費等の執行額（百万円） 

(決算 

作業中) 

当該年度

執行額の

対前年度

実績額以下  

1,257     

(H14 年度)

14 年度の執行額については、現在

決算中であるが、概ね目標を達成で

きる見込みである。 

環境事業団の管理費等事務費を効

率的に執行し、前年度実績以下とす

る目標を定め、事業の効率的な運営

を図っている。 

環境事業団については、16 年４月

より、地球環境基金に係る業務など一

部の事業を独立行政法人に移管した

うえで、ＰＣＢ廃棄物の処理業務を中

心とする特殊会社とすることとしてお

り、事務の円滑な移行に向けて作業

を進める必要がある。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

 環境影響評価制度の充実と適正な審査を通じて、環境保全上の適切な配

慮を確保する。 

(参考指標) 
環境影響評価法による手続開始述件数 

（うち当初から法による手続開始述件数） 

１３２ 

（８２） 

（Ｈ14） 

－ 

(下位目標１) 

必要な事業について事業者によって適切な手法により

環境影響評価が行われ、その結果が事業に反映されるこ

と。 

－ － － 

(下位目標２) 
予測の不確実性が補われ、得られた情報が事業に反

映されること。 
－ － － 

(下位目標３) 
国民に環境影響評価制度が理解され、適切な意見が提

出され、適切に事業に反映されること。 
－ － － 

(下位目標４) 
国及び地方公共団体によって適切な審査が行われ、適

切に事業に反映されること。 

環境影響評価法施行以降、環境大

臣意見を述べた述件数 

６５ 

（Ｈ14） 
－ 

(1) 

環境影響 

評価制度の

運営及び 

充実 

305 

(下位目標５) 
環境影響評価制度全体が適切に運営され、効率的に

環境影響評価制度の効果が発揮されるようにする。 
－ － － 

事業者が正確な環境影響評価を行

うための環境影響評価の技術手法に

ついては、最新の科学的知見に基づ

き、分野別に整理・検討を進めてお

り、成果については年度ごとに取りま

とめの上公表し、技術ガイドとして事

業者等に提供している。予測の不確

実性を補うものとして事後調査につい

ての情報収集を行うとともに、これを

解析し適切な事後調査等の実施方法

等について検討し情報提供をしてい

る。また、環境影響評価に関するホー

ムページを開設し、手続き状況に関す

る情報をリアルタイムで提供するなど

環境アセスメントに関する情報をイン

ターネットにより提供している。環境影

響評価法の施行以降、６５件の対象

事業に対し、環境大臣意見を述べ、意

見の趣旨は概ね各所菅大臣意見に反

映された。 

環境影響評価法に基づき手続きを開

始したものは 132 件あり、うち手続き

当初から法に基づき手続きを開始した

ものは 82 件である。環境影響評価制

度に対する全般的な理解は進んでい

るものの、スコーピング（住民・専門家

等外部の意見を踏まえ、環境影響評

価の内容を絞り込む手続き）の活用、

アセスメントを通じた主体間のコミュニ

ケーションの促進等には課題が多い。

また、比較的新しい制度でもあり、常

に新たな技術手法を把握、開発すると

ともに、それらの技術が事業者によっ

て活用されるようにするという観点か

らは課題も多い。 

 国の施策の策定等に当たって、個別の事業の計画、実施に枠組みを与え

ることになる計画(上位計画)、 政策について環境保全上の適切な配慮を確

保すること。 

   

(下位目標１) 
国の行政機関によって、上位計画、政策について環境

保全上の適切な配慮が行われるようにすること。 
－ － － 

(下位目標２) 
地方公共団体によって、上位計画、政策について環境

保全上の適切な配慮が行われるようにすること。 
－ － － 

6

環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト 

(2) 

戦略的環境

アセスメント

の推進 

32 

(下位目標３) 
事業者によって、上位計画について環境保全上の適切

な配慮が行われること。 
－ － － 

国において、河川管理計画等いくつ

かの個別の事業分野において上位計

画、政策について環境保全上の適切

な配慮が行われるためのシステムに

ついての考え方が示されたが、未だ、

システム構築に向けて考え方が示さ

れていない事業分野も多く、また、シ

ステム実施の実例に関しては非常に

少ない。 

東京都や埼玉県において、上位計

画に関して条例や要綱が制定される

等、システム構築に向けた動きが見ら

れ、また、事業者が、都市開発を行う

に当たって環境保全上の適切な配慮

を行う例が見られるが未だ少数派で

ある。  

いくつかの個別の事業分野につい

て上位計画策定に当たって環境保全

上の適切な配慮を確保するためのシ

ステムに関する具体的な考え方や手

法が示され、また、東京都や埼玉県に

おいて、上位計画に関して条例や要

綱が制定される等、目標達成のため

のシステム構築の動きが見られるとこ

ろであるが、未だ全ての上位計画や

政策について十分なシステムが導入

されている状況にはない。         

今後は、可能な分野や可能な具体

的計画から配慮を行うためのシステム

を実施して実例を積み重ね、有効性、

実効性の検証を行い、それを踏まえて

環境配慮のあり方に関するガイドライ

ンの作成を図る必要がある。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

 地域環境総合計画の策定を推進するとともに、情報面からの支援を行い、

環境に配慮した地域づくりの実効ある展開を図る。                  

   

(下位目標１) 
平成 17 年度までに、全国の市町村の２割の市町村にお

いて地域環境総合計画を策定する。 
地域環境総合計画策定自治体数 

500     

(H14 年度)
660 市町村  
(H17 年度末)

6 環境に配慮した 

地域づくりの支援 
388 

(下位目標２) 
地方公共団体向けの情報提供について、その内容の質

的・量的の充実を図る。 

地域環境行政支援システム 

（知恵の環）のアクセス数（件／日） 

1,840     

(H14 年度)
2,000    

（H18 年度）

地域環境総合計画の策定地域は

着実に増加しており、１４年度末まで

に、全ての都道府県・政令指定都市と

全国の市町村の１５％にあたる５００

市町村において地域環境総合計画が

策定された。また、地域環境行政支援

システム（知恵の環）の運営・充実を

行い、全国各地の環境保全に対する

最新の取組状況についての情報提供

を行った。 

地域環境総合計画の策定支援の

結果、同計画の策定地域は着実に増

加し、14 年度末までに都道府県・政令

指定都市全てと500の市町村（全市町

村の 15％）において策定された。  

また、地域環境行政支援システム（知

恵の環）により、全国規模で地方公共

団体から環境施策等の情報を収集・

提供を行っており、環境に配慮した地

域づくりに一定の寄与をもたらしてい

るといえる。 

 環境研究及び環境技術開発を促進するための基盤整備を行うとともに、そ

の振興を図る。 

   

(下位目標１) 環境分野における競争的資金を拡充する。 競争的資金の予算額（百万円） 
4,710     

(H14 年度)
5,700     

(H17 年度末)

(下位目標２) 
独立行政法人国立環境研究所における中期目標を達

成する。 

独立行政法人評価委員会の 

業務実績の評価 

Ａ      

(H13 年度)
Ｂ以上    

(H17 年度末)

(下位目標３) ナノテクノロジーを活用した環境技術を開発する。 － 
15 年度から

実施 
－ 

(下位目標４) 
環境技術の環境保全効果等を第三者が客観的に実証

する手法・体制の確立を図る。 
－ 

15 年度から

実施 
－ 

(下位目標５) 

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第４次評価報

告書における我が国の研究者による研究成果の引用貢

献度を、同第３次評価報告書に比べ大幅に増加させる。 

引用貢献度 
１倍     

(H13 年度)

第３次報告

書の 1.5 倍  

(H19 年度)

(下位目標６) 
衛星により、オゾン層及びオゾン層破壊物質、全球の温

室効果ガスの監視・観測を実施する。  
－ － － 

7 試験研究、監視・ 

観測等の充実， 

適正な技術の振興等 

15 

(下位目標７) 

地球温暖化対策の基礎となる監視・観測の充実を図る

ため、航空機・船舶によるモニタリングシステムの構築を

目指す。   

－ － － 

地球環境研究総合推進費等を活用

し、政策的な観点を重視しつつ、様々

な分野の地球環境保全のための調査

研究を、産学官の研究者の総力を結

集して総合的に実施した。特に、地球

温暖化に関しては、14 年度からトップ

ダウン型のファンディングシステム（行

政ニーズに対応した戦略的研究開発

領域）を創設するとともに、我が国へ

の影響と適応戦略に関する統合調査

を開始し、行政的視点から戦略的に

先導して重点的に推進を図るべき研

究を実施した。 

また、オゾン層観測センサ ILAS-Ⅱ

が地球観測衛星 ADEOS-Ⅱに搭載さ

れ、成功裏に打ち上げられた。小型航

空機による温室効果ガスの分布観測

を行うための観測システムの開発を

実施した。 

環境省の科学技術関係経費は平

成９年度～14 年度の６年間で約 70％

伸びたが、平成 14 年度の予算は 306

億円であり、同年度の政府全体の科

学技術関係経費の 0.9％にとどまって

いる。環境分野の重要性を鑑みると、

一層の増額を図り環境分野における

科学技術の推進を行う必要がある。  

「公害防止等試験研究費」において

は、研究課題の採択に当たって、事前

に採択方針を提示し、環境行政に資

する効果的な研究の促進を図ることと

している。また、中間評価等を行うこと

により効果的な研究管理の促進と環

境政策との適合性の確認を行ってい

る。この結果、環境行政の重要課題に

沿った調査研究・技術開発が効率的・

効果的に推進されており、その成果

は、環境行政の重要課題の促進、民

間等における環境保全活動などに活

用されている。 

環境省ホームページ 

アクセス数（百万件） 

83      

(H14 年度)
－ 

環境省ホームページで 

提供している情報量（ＭＢ） 

6,665     

(H14 年度)
－ 8 環境情報の整備と提供 767 

○ 環境情報の体系的な整備及び提供により、環境保全施策の科学的・総

合的な推進と国民ニーズに対応した環境情報（環境の状況、環境への負荷

等）の分かりやすい提供を図る。                             

○ 「e-Japan 重点計画」に基づき、申請・届出等手続のオンライン化（電子

化）を実施し、電子政府の実現を図る。 

オンライン化手続数（件） 
251     

(H14 年度)
－ 

環境省ホームページへの環境省図

書館における閲覧可能な調査報告書

等の一覧リストの掲載や、環境ＧＩＳ

（地理情報システム）の構築など、環

境情報を体系的に整備するとともに、

分かりやすい環境情報の掲載を行っ

た。また、申請・届出等手続のオンラ

イン化を図るため、電子申請システム

の運用を 15 年３月に開始した。 

環境情報の体系的整備と提供につ

いては、環境省ホームページの提供

データ量とアクセス数とも着実に増加

している。                   

また、電子政府の構築については、

申請・届出等手続のオンライン化時期

を 15 年度から 14 年度に前倒しして実

施した。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

 公害の著しい地域等を解消する。 公害防止計画策定地域数* 
32      

(H14 年度)
－ 

9 公害防止計画の推進 11 

(下位目標１) 
公害防止計画の推進により公害防止計画策定市町村

数を減少させる。 
公害防止計画策定市区町村数* 

320     

(H14 年度)
－ 

公害防止計画策定地域数は長期

的には減少傾向にあるものの、平成

14 年度は 32 地域と前年度と同じであ

った。なお、平成 13 年度に計画を終

了した公害防止計画地域の中で、11

市町村において環境質が改善され、

平成 14 年度の策定地域からこれらの

市町村を除外した。 

公害防止計画策定地域は、制度が

創設された昭和 45 年以降、延べ 50

地域で策定されたが、同計画に基づ

いて各種の公害防止施策が総合的・

計画的に講じられた結果、平成 14 年

度末現在では 32 地域にまで減少し

た。また、平成 13 年 12 月の中央環境

審議会の答申｢公害防止計画制度の

運用の見直しについて｣を受けて、策

定要件を明確化し、平成 14 年度策定

地域から課題対応型の計画を作成す

るよう都道府県に指示しているところ

であり、より実効性のある計画の推進

を図っているところである。 

 公害に係る健康被害について、迅速かつ公正な救済及び予防を図る。 
   

(下位目標１) 

「公害健康被害の補償等に関する法律」（公健法）に基

づき、認定患者への公正な補償給付等の実施を確保す

る。 

－ － － (1) 

公害健康 

被害対策 

（補償・ 

予防） 

15,900 

(下位目標２) 

公健法による健康被害予防事業の推進に加え、地域人

口集団の健康状態と環境汚染との関係について継続的な

監視及び調査研究を行う。 

－ － － 

公健法の認定患者約５万７千人に

対して、迅速かつ公正な救済が行わ

れた。また、健康被害予防事業につい

ては、適切かつ円滑に実施され環境

保健サーベイランス、カドミウム汚染

地域住民健康調査等の継続的監視

及び調査研究が適切に実施された。 

公害に係る健康被害について、迅

速かつ公正な救済が行われるととも

に、未然防止に係る健康被害予防事

業や環境保健サーベイランス等が着

実に実施された。  

 水俣病総合対策について、平成７年の閣議了解等に基づき確実に実行す

る。また、水俣病に対する国際協力及び総合的研究について着実に進める。

   

(下位目標１) 

平成７年の水俣病問題解決に当たっての閣議了解等を

踏まえ、水俣病総合対策、地域再生・振興などを着実に実

行する。 

－ － － 

1
0

環
境
保
険
対
策 

(2) 
水俣病 

対策 
9,759 

(下位目標２) 

水俣病の経験を国内外に情報発信し、世界各地で顕在

化している水銀汚染問題について、我が国の経験と技術

を活かした国際協力を進める。 

－ － － 

平成７年の水俣病問題解決に当た

っての閣議了解等を踏まえ、水俣病

総合対策、地域再生・振興などを着実

に実行した。特に、総合対策医療事業

においては、地域住民約８千人に対し

て健康診査を始めとした健康管理事

業を実施するとともに、約１万人の手

帳保持者に対して療養費の支給を始

め と し た 医 療 事 業 を 実 施 し た 。  

また、中国において水俣病経験者の

普及啓発セミナーの開催や国立水俣

病総合研究センターにおけるワークシ

ョップの開催や海外研究者の招聘、研

究者の海外派遣及び開発途上国等

からの研修生の受け入れ等を行っ

た。 

水俣病総合対策については、対象

者の高齢化に対応した水俣病総合対

策の運用改善及び地域再生・振興の

着実な実施など、地元団体等関係者

の評価が高く、今後も確実に実施して

いく必要がある。また、水銀汚染が懸

念される国での現地住民等に対する

普及啓発セミナーは啓発効果が大き

く、引き続き世界各地の水銀汚染問題

の防止に向けた国際貢献等を強化し

ていく必要がある。水俣病に関する総

合的研究については、医学的研究や

臨床・疫学研究を進めているが、近年

ＵＮＥＰを中心として低濃度の水銀汚

染による影響解明の取組が進みつつ

あり、こうした国際社会の課題に対し、

積極的に対応する必要がある。 

 
 

＊注：公害防止計画は、現に公害が著しい地域等において、環境大臣の策定指示により関係都道府

県知事が作成し、環境大臣により同意される計画で、公害防止計画地域数は、その計画の対象地域

数、公害防止計画策定市区町村数は、その計画の対象市区町村数。 
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施策名 
予算額

(百万円)

達成すべき目標 

（下位目標） 
指標 

実績値 

（測定年度）

目標値 

（目標年度）
達成状況 評価結果の概要 

1
0 

環
境
保
健
対
策 

(3) 

環境保健施

策に関する

調査研究の

推進 

51 
 国民的な関心事となっている花粉症と大気汚染との関係、電磁波による健

康影響等の諸問題について、調査研究を推進する。 
－ － － 

スギ花粉症の発症、悪化への大気

汚染物質の関与について究明するた

め、動物実験や疫学調査等の調査研

究を進めた。疫学調査は、スギ花粉

症がスギ花粉飛散数の影響を受ける

ことが明らかとなったが、現在の環境

における大気汚染がスギ花粉症を悪

化させるという明白な結論は得られな

かった。また、花粉症保健指導マニュ

アルについて、最新の知見及び関係

省庁の取組等を盛り込み、全面改定

を行った。いわゆる化学物質過敏症を

生じさせるといわれている化学物質に

よる健康影響の実態を解明するた

め、動物実験や二重盲検法を用いた

疫学調査等の調査研究を実施した。

また、電磁波による健康影響等の諸

問題については、環境を通じた超低

周波電磁波の個人曝露量把握に関す

る調査研究や文献調査を進めた。 

国民的な関心事となっている環境

保健問題である花粉症と大気汚染と

の関連、いわゆる化学物質過敏症、

電磁波の健康影響について、因果関

係解明には至らないものの、着実な

成果をあげた。                

大気汚染と花粉症との関係につい

ては、花粉症動物実験モデルの作成

及びディーゼル排気微粒子（DEP）吸

入曝露装置の開発に成功した意義は

大きい。いわゆる化学物質過敏症に

ついては、未解明な部分も大きいが、

二重盲検法の症例数を増やし一定の

結果を得るとともに、その病態解明に

向けた有用な知見が得られた。また、

電磁波に関する調査研究では、環境

を通じた超低周波電磁波の個人曝露

量把握に向け、基礎的な情報を得ら

れたばかりでなく、今後の調査研究に

向けての問題点も明らかになるなど

成果をあげた。 

 環境政策推進のための知見を収集し活用するとともに、研修を実施するこ

とにより職員の知識の向上を図り、専門的技術を習得させる。 
   

(下位目標１) 
情報収集・研究の成果を、環境政策を進めるうえで活用

できるような形に集約する。 
－  － 11 環境政策の基盤整備 329 

(下位目標２) 
新たなニーズに対応した研究コースの見直し等を実施

し、効率的な研究の実施に努める。 
－  － 

環境法、環境争訟及び環境自治行

政の現状と展望について研究し、「環

境法、環境争訟及び環境自治体の現

状と展望（２）」という報告書を取りまと

めた。また、近年顕在化している外因

性内分泌かく乱物質化学物質（環境

ホルモン）等の政策課題に対応するた

め、環境ホルモン環境モニタリング研

修を新設する等、ニーズに対応した研

修コースの充実を図った。 

学識経験者も交えた研究会等によ

り、その時々の最新もしくは重要なトピ

ックについての内外の環境政策・環境

法制等の情報収集や研究を行ってお

り、広汎化・多様化する環境政策の企

画・立案に役立っている。これまでも、

ダイオキシン類対策、環境影響評価、

地球温暖化対策といった環境行政に

おける新たな重要施策に対応して研

修を新設し、人材の育成に努め、新規

施策の円滑な推進に寄与してきてい

る。年間を通じ、研究会において環境

政策・環境法制等の研究を行い報告

書を出すなど、成果は見られた。ま

た、研修を実施することによって職員

の知識向上を図り、専門技術の収得

に資することとなった。 
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４．平成１６年度の環境政策の企画立案に向けて 

 

環境省における事後評価の目的は、省の政策全体の進捗状況を把握・評価し、新たな政

策の企画立案及び既存政策の見直しに活用することです。このような観点から、環境省で

は網羅的な事後評価書とは別に、事後評価をもとに平成１６年度の環境政策の企画立案及

び施策の見直しをどのような方向で行うべきかをわかりやすい形で示すこととしました。 

  このため、環境政策の各分野のうち、国民のニーズや対応の緊急性、政策全般を効果的

に実施するための必要性等の観点から、平成１６年度に重点的に取り組むべき６つの分野

を取り上げ、この６分野について、特に重点的に評価を行い、今後の取組の方向を明らか

にすることとしました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平平成成１１６６年年度度にに取取りり組組むむべべきき重重点点分分野野  

 
１１：：環環境境とと経経済済のの統統合合をを目目指指ししたた取取組組  

２２：：地地域域かかららのの環環境境問問題題へへのの取取組組のの支支援援  

３３：：地地球球温温暖暖化化対対策策  

４４：：循循環環型型社社会会のの構構築築にに向向けけたた廃廃棄棄物物・・リリササイイククルル対対策策  

５５：：環環境境汚汚染染のの防防止止、、安安全全・・安安心心なな生生活活のの確確保保  

６６：：生生物物多多様様性性のの保保全全  
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（１） 重点的に取り組むべき分野を検討するにあたり留意すべき背景 

 

 

 

 

 

 

z  「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」（以下「基本方針２００

３」と略）では、経済活性化に「環境と経済の両立を図りつつ」取り組むとされ

ているほか、化学技術に係る重点４分野の一つとして「環境」があげられている。 

z  鈴木環境大臣が主催の「環境と経済活動に関する懇談会」は、環境と経済の統

合のための施策の基本的方向性について報告を取りまとめ、６月 27 日に公表さ

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

z  中央環境審議会において「環境保全活動の活性化対策について（中間報告）」が

取りまとめられた。 

z  ヨハネスブルグサミットにおける「人への投資」を呼びかける小泉総理の提案、

「持続可能な開発のための教育の１０年」が国連で決議された。 

z  現在、「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律案」が

7 月 18 日成立した。 

Ⅰ わが国としては、環境を良くすることが経済を発展させ、経済が活性化することに 
 よって環境も良くなるという好循環を生みだし、環境と経済が一体となって向上する 
 社会、すなわち「環境と経済の統合」を目指す必要があります。 

Ⅱ 今日の環境問題は、日常生活や地域社会の在り方と大きな関わりを有していること

 から、その解決のためには、個人、家庭、企業、ＮＰＯ等各主体による、日常生活や

地域社会における足元からの自発的な環境保全への取組を進めていくことが不可欠で

す。 

  このため、環境教育や民間による環境保全活動を重点的に推進することが必要です。
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z 早ければ年内にもロシアが京都議定書批准の可能性がある。 

z 「基本方針２００３」重点４分野の一つである。 

 

 

 

 

 

 

 

z  本年３月に策定した「循環型社会形成推進基本計画」においては、平成１２年

から２２年までの１０年間で資源生産性や循環利用率を概ね４割向上、最終処分

量を概ね半減させるという数値目標を掲げ、それを達成するための国や各主体(関

連する人や組織)の取組を定めたところである。 

z  「基本方針２００３」で重要４分野の一つとして明示されている。 

なお、同方針においては、「大規模施設整備が進められているごみ焼却施設につい

ては、稼働率やエネルギー利用等も考慮して、より効率的・効果的な整備に努め

る」「循環型社会の構築・地球環境問題への対応に当たっては、関係府省、研究機

関等への重複支出を整理する」との記述がある。 

z Ｇ８環境大臣会合において、わが国は国際的に循環型社会の形成に向けた先導的

役割を果たすことを表明している。 

 

Ⅲ 京都議定書の発効を見据えて、更には平成１７年から始まる第２ステップに向けて、

 京都議定書の６％削減約束の達成に向けた政府全体としての更なる対策の実効が求め

 られています。 
  また、現在京都議定書に加わっていない米国や削減義務が課されていない途上国も

 について、今後どのように温室効果ガス削減の国際的な取組に加わるように働きかけ

 ていくかも大きな課題となっています。 
  これらの点を中心に重点的に取組を進めることが必要です。 

Ⅳ 現在の大量生産・大量消費型の社会経済活動は、廃棄物の排出量の高水準での推移、

 最終処分場の残余容量のひっ迫、不法投棄の多発といった問題を発生させています。

  その解決のためには、こうした社会の在り方を抜本的に改革し、天然資源の消費が

 抑制され環境への負荷の低減が図られた循環型社会を構築する必要。このため、「循環

 型社会形成基本計画」に基づき、廃棄物等の発生抑制と適正な循環利用及び処分を総

 合的かつ計画的に推進する必要があります。 
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z  ここ数年の間に化学物質対策に係る制度整備が進展した。 

z  大気汚染や水質汚濁に関しては改善傾向は見られるものの依然として環境基準

を達成していない項目があることから、一層の対策の推進が求められている。 

z  旧日本軍による毒ガス弾によると見られる健康影響が発生する等の問題が顕在

化している。 

z  内閣官房の指示を受けて対応に当たるとともに、昭和４８年の「旧軍毒ガス弾

等の全国調査」のフォローアップ調査に着手した。 

    （「茨城県神栖町における有機ヒ素化合物等への緊急対策について」閣議決定。） 

 

 

 

 

 

 

 

z  昨年策定した「新・生物多様性国家戦略」では、生物多様性の現状と問題点を、

①人間活動による生態系への直接的な悪影響（開発や乱獲等）、②自然に対する人

の働きかけの縮小による悪影響（里山の荒廃、耕作地放棄等）、③近年顕在化して

きた問題（移入種等）といった「３つの危機」として整理している。 

 

 

 

 

Ⅴ 現代の社会においては多種多様な化学物質が使われ、様々な汚染物質が環境中に放出

 されているが、その中には適切な管理が行われない場合には環境汚染を引き起こし、人

 の健康や生態系に有害な影響を及ぼすものがあります。 
  このような化学物質等による環境汚染を防止し、生態系を保全するとともに、国民が

 安全で安心な生活を送れるようにすることは環境省として極めて重要な責務です。 
  また、これまでの環境問題とは異なる、環境中に残存する旧日本軍の毒ガス由来の化

 学物質汚染について、その現状を的確に把握した上で、必要な管理施策を迅速かつ的確

 に進める必要があります。 

Ⅵ これまでも自然再生推進法に基づく自然再生への取組やカルタヘナ議定書国内担保法

 （遺伝子組換え生物等の使用等の規制などを行うもの）制定などの取組などを進めたが、

 移入種対策や国立公園の質の向上、里地里山の保全等更に取り組むべき課題が残されて

 おり、今後これらの取組を着実に進めていくことが必要です。 
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今日の環境問題に対処するためには、これまで 

の規制を中心とした手法のみでは解決が困難である 

ため、経済的手法の活用や環境報告書・環境会計 

のガイドラインなど、事業者による自主的取組を推 

進していく施策が必要となります。 
 

 

《企業活動における環境配慮の現状》 

環境マネジメントシステムについては、代表的な 

規格である ISO14001*の認証取得件数が年々着実に 

増加しており、平成 15 年 5 月には 12,000 件に 

達しています。また、環境報告書作成、環境会計 

導入企業も増加傾向にあります。 
 

 

《環境ビジネスの市場規模及び雇用規模の拡大》 

  環境ビジネスの市場規模、及び雇用規模は着 

実に増加しており、今後の拡大が期待されます。 
  

  

《グリーン購入の現況》 

グリーン購入法の対象となる国、独立行政法人 

などの公的機関全てで環境物品等の調達が実施され 

ています。また、地方公共団体のうち約 38.7％がグ 

リーン購入に関する取組を実施しています。事業者 

による環境物品等の調達の実施率は、上場企業に 

おいて 22.9%、非上場企業は 17.8%と、前年度より 

着実に増加しています。 
 

 

 

《環境技術の状況》 

環境技術については、有用と思われても環境保全効果等の客観的な評価が行われていないため、普

及が進まない技術も見られます。 

現状 

z 環境と経済の統合を目指したまちづくりなどを通じた、環境と経済の好循環を生み出す環境ビジ

ネスの育成・振興 
z 環境報告書の信頼性・比較可能性の向上を始めとして、積極的な環境経営が社会や市場の中で高

く評価されるような条件整備など、企業の環境経営の促進、産業活動のグリーン化 
z ナノテク等の先端技術など選択的・集中的な環境技術開発の促進及び先進的な環境技術の普及

等  
 

１：環環境境とと経経済済のの統統合合をを目目指指ししたた取取組組 
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《経済的手法の活用》 

● 公害防止施設等に対する融資制度、税制優遇措置を整備・実施しました。 

平成 15 年度税制改正 

･ 低公害車の普及を図るための自動車税グリーン化等の延長及び拡充 

･ 環境研究・環境技術開発の試験研究費の一部税額控除制度等新設 

･ エネルギー対策に充てられる石油税(現在の石油石炭税)等の特定財源に関する歳出のグリーン化 
 

《事業者の自主的取組の支援》 

z 環境報告書や環境会計といった事業者の自主的取組の支援ツールとして、「事業者の環境パフォー

マンス指標ガイドライン－2002 年度版－」「環境保全コスト分類の手引き 2003 年版」等を作

成しました。また、中小事業者等の幅広い事業者を主な対象とした環境活動評価プログラム（エコ

アクション 21）について内容の見直し・認証制度について検討をし、報告書を取りまとめました。 

z 環境報告書の第三者認証について検討を行い、報告書を取りまとめました。 
 

《グリーン購入の促進》 

z 「グリーン購入に関する基本方針」に定めた特定調達品目が拡大され、公的機関による環境物品等

の対象製品が増えました。また、説明会の開催を通じて、取組機関数が大幅に拡大しました。 
 

《環境ビジネスの振興》 

z 経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002（平成 14 年 6 月 25 日閣議決定）において、

「30 のアクションプログラム」の１つとして環境産業の活性化が位置付けられました。そして、

平成 14 年 12 月に取りまとめられた「環境・エネルギー産業発掘戦略」では、①技術のグリーン

化、②産業のグリーン化、③市場のグリーン化について、戦略目標や具体的行動計画が示されまし

た。 

z 「環境ビジネス研究会」では、環境ビジネスの振興策等について取りまとめたほか、「環境と経済

活動に関する懇談会」報告を踏まえ、環境と経済の統合に向けた将来ビジョンの作成と具体的施策

の検討を行いました。 

z エコタウン事業、循環型社会形成モデル事業等、地方自治体の取組を支援しました。 

z 金融機関のグリーン化に関する調査研究を実施しました。 
 

《環境技術の客観的評価》 

z 環境技術実証モデル事業を平成 15 年度より導入し、客観的な技術評価を実施します。 

これまでの取組 

主要課題 

z 個人、企業等各主体が環境行動をとるようになる「意識の革新」が必要です。 
（消費者の環境行動の促進、企業の環境行動の促進、消費者と企業の情報受発信や相互交流の強
化） 

z ISO14001 の認証取得を始めとした環境行動が社会や市場での評価や経済的な利益につながる
ような「社会経済システムの革新」が必要です。また、ISO14001 の認証取得が困難な中小企業
に対しては、より簡易な「エコアクション２１」の普及を推進する必要があります。 

z 地域発で環境と経済の好循環を創出していくことが必要です。このため、地域の特色を活かした
環境ビジネスを中心とする雇用の確保や地域の活性化などの検討が必要です。 

z 世界に先んじた「技術の革新」につながる基礎研究等への取組、ナノテク等を活用した技術開発
の強化、自然・都市再生などを狙いとした技術の推進、先進的環境技術の環境保全効果等の第三

者による客観的な実証、優秀な若手研究者・技術者の支援が必要です。また、地域産官学等の連
携・交流の推進が必要です。 

z 環境保全に必要な施策が講じられるよう、環境保全経費の見積り方針の調整を効果的に活用して
いくことが必要です。 
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《地域における環境問題への参画主体の拡大》 

 地域における環境問題への参画主体、数、範囲が、それぞれ拡大しています 

 

《事業者・市民・NGO への環境カウンセリング》 

環境省では、環境保全に関する専門的知識や豊富 

な経験を有し、その知見や経験に基づき市民や NGO、 

事業者などの環境保全活動に対する助言などを行う 

人材として、環境カウンセラーの登録を行っています。 

審査を経て登録された環境カウンセラーの数は、毎年、 

着実に増加しています。平成 14 年度は延べ 381 名が 

新規登録し、14 年度末の延べ登録数は 3,279 名となり 

ました。 

 

《小中学生の環境教育》 

環境省が小中学生の環境活動を支援する取組の一つであるこどもエコクラブの数は約 4,000 にと

どまっていますが（平成 14 年度）、クラブ当たりの会員数の増加に伴い、総会員数は前年度を約

2,500 名上回る 77,500 名の登録となり増加の一途を辿っています。 

 

 

《社会貢献への意識の向上》 

内閣府の「社会意識に関する世論調査」（平成 14 年 12 月）によると、社会に貢献したいという

人の割合が、昭和 52 年には 45％であったものが平成 14 年では 59％となっています。 

 

《地域社会における環境保全活動》 

NPO 法人（特定非営利活動法人）として環境保全活動に取り組む人・組織の数は年々増加してい

ます。また、「環境にやさしいライフスタイル実態調査」（14 年環境省調査）によると、環境保護団

体（環境 NGO）や地域の自治体の環境保全活動に関する活動に参加したり、接したりしたことのあ

る人は 2 割に及んでいます。 

 

《事業者等の環境保全活動》 

 事業者や事業者団体、生協、農協等の団体においても、ステークホルダー（利害関係者）との関係

や社会的責任を果たす観点からなど、環境保全活動に積極的に取り組もうとする例が増加していま

す。 

 

現状 

z 環境カウンセラーの一層の活用など環境教育の推進、環境保全を担う人材育成の推進 
z 地方における活動支援拠点の整備など、民間環境保全活動の基盤づくり、パートナーシップの促

進 
z 環境と経済の統合を目指したまちづくりの促進     等   
 

２：地域からの環境問題への取組の支援 
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《環境カウンセラー制度の拡充》 

z 平成 14 年度までに、環境カウンセラー3,279 名(事業者部門 1,994 名、市民部門 1,285 名)の
登録、研修を実施しました。 

z 「環境カウンセラー登録制度に係る検討会」を設置し、環境カウンセラー制度の推進の具体的方策
について検討しました。 

 

《環境教育・環境学習等の推進》 

z 平成 11 年度から毎年、廃棄物、水質、大気といったテーマに沿った環境学習プログラムを全国の
自治体や学校等へ提供しています。14 年度のプログラムのテーマは「都市環境」でした。 

z こどもエコクラブ事業を地方公共団体と連携して実施しており、14 年度には約 4,000 のクラブ、
約 77,500 人の小中学生に対して、環境に関する分かりやすい情報を提供しました。 

z 文部科学省と連携して、国立公園などで子どもたちが環境保全活動や自然体験活動を行う子どもパ
ークレンジャー事業を実施しています。 

z 国立公園において、環境学習に資するフィールドの整備や自然環境の保全、並びに環境学習のプロ
グラムを推進しています。また、地方公共団体においては、身近な自然とふれあう場として環境ふ

れあい公園の整備などに取り組んできました。 
z 行政・企業・NPO 等の各主体連携の地域における環境学習システム構築のためのモデル事業を、

14 年度には 7 地方公共団体で実施しました。 
 

《各主体のパートナーシップ推進》 

z 地球環境パートナーシッププラザ／環境パートナーシップオフィスを平成 8 年に開設して以来、
各主体のパートナーシップ促進のために、NGO 支援や環境に関する情報の提供に力を注いできま
した。 

 

《地域環境総合計画の策定補助》 

z 地方公共団体の環境保全施策の総合的体系となる地域環境総合計画の策定を補助しました。14 年

度までにすべての都道府県・政令指定都市と 500 市町村(全市町村の 15%)において計画が策定さ
れています。また、地方公共団体の環境行政を情報面から支援するため、全国の地方公共団体の環

境関連情報を、インターネットにより提供するシステム(知恵の環)を運用しています。 
 

《環境保全活動を目的とする民間団体の支援》 

z 環境保全活動を目的とする民間団体を支援しており、地球環境基金を通じて、14 年度には 227
の民間団体に総額 8 億 400 万円の活動費助成を行いました。 

主要課題 

z 次世代を担う子供たちへの環境教育・環境学習について、教材にも工夫をこらしつつ更なる推進を

図ることが必要です。環境教育・環境学習の担い手となる人材育成が必要です。 
z 活動実績の把握や活動の場・機会の拡大等の環境カウンセラー制度の一層の活用のための方策の具

体化が必要です。 
z 国連総会において「国連持続可能な開発のための教育の 10 年」が決議されたことを受けて、ユネ

スコが中心となって現在策定中の国際実施計画を踏まえた措置を事業に盛り込むことが必要です。
その際、アメリカに対しても取組を強く促す必要があります。 

z 国民、NPO、企業、行政等各主体間のパートナーシップ形成を促進するために、情報の収集・提
供機能、民間団体等の交流や研修の場としての機能を有する拠点の整備が必要です。 

z まちづくりなど、地域全体としてより良い環境を創っていこうという取組を支援する必要がありま

す。 
z ヒートアイランド対策大綱を取りまとめ、関係省庁と一体となって都市環境の改善を推進すること

が必要です。 

これまでの取組 
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《地球温暖化により懸念される影響》 

 気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第 3 次評価報告書によると、1990 年から 2100 年まで
の全球平均地上気温の上昇は、1.4～5.8℃になると予測されています。こうした地球温暖化による

影響として、海面の上昇、温暖化による経済的損失、気候の変化による食糧供給への影響、生態系へ
の影響、人間の健康への影響等が予測されています。「地球温暖化の日本への影響 2001」(平成 13

年 3 月)によれば、わが国では、今後 100 年間に南日本で 4℃、北日本で 5℃も気温が上昇すると
予測されています。 

 

《わが国における温室効果ガス排出状況》 

わが国の平成 12 年度における温室効果ガスの総排出量は、13 億 3,200 万トン（二酸化炭素換

算）で、京都議定書の規定による基準年（原則として平成２年）の総排出量（12 億 3,300 万トン）

と比べ、8.0％増加しています（前年比でも 0.2％の増加）。従って、京都議定書の６％削減約束を

達成するためには、基準年比 14％の削減が必要です。 

二酸化炭素総排出量を部門別にみると、平成 2 年度比で産業部門（工業プロセスを除く）では 0.9％

増加、運輸部門で 20.6％、民生（家庭）部門で 20.4％増加となっており、特に運輸、民生部門が

著しく増加しています。この要因としては、個々の自動車の燃費は改善している一方、消費者の嗜好

の変化により、乗用車は大型化（重量化）していること、１世帯当たりのエネルギー消費量が増加し

ていることが考えられます。 

 

 

 

現状 

z 第２ステップに向けた京都議定書の６％削減約束達成のための取組の評価と更なる取組の強化

z 石油特別会計予算を活用したエネルギー起源 CO２対策事業の拡充 

（温暖化対策ビジネスの推進、バイオマスエタノール、燃料電池、太陽光発電や小型風力発電の

普及、ライフスタイルの変革に向けた国民運動の展開 等） 

z 米国や途上国との政策対話の強化を含む国際的な地球温暖化対策の推進 

z 温暖化対策税の検討      等 
 

３：地球温暖化対策 

0

100

200

300

400

500

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12

（年度）

（排出量：百万トンCO2）

産業　490百万ｔ → 495百万ｔ　　　

（0.9％増）

運輸　212百万ｔ → 256百万ｔ　　　

（20.6％増）

民生（家庭）　138百万ｔ → 166百万ｔ

（20.4％増）

民生（業務）　124百万ｔ → 152百万ｔ

（22.2％増）

エネルギー転換　77百万ｔ → 86百万ｔ

（11.4％増）

工業プロセス　57百万ｔ → 53百万ｔ

（6.1％減）

廃棄物（プラ スチック、廃油の焼却）

15百万ｔ →24百万ｔ （57.5％増）

平成１６年度施策の方向 
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《京都議定書における排出削減目標達成に向けた取組》 

z 平成 4 年に大気中の温室効果ガス濃度を安定化させることを究極的な目標とした気候変動枠組条
約が採択されました。さらに 9 年に京都で開催された第 3 回締約国会議において京都議定書が採

択され、先進国の温室効果ガス排出量について法的拘束力のある数量化された削減目標が設定され
ました。わが国は 14 年 6 月、同議定書に批准し、20 年(2008 年)から 24 年(2012 年)の第１

約束期間における温室効果ガスの総排出量を、基準のレベルから 6％削減することを約束していま
す。 

z 地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するため、地球温暖化対策に関する基本方針並びに地球
温暖化対策推進大綱（14 年 3 月策定）に沿って、各種施策に取り組みました。 

 

z 地球温暖化防止に向けた各種普及啓発を行いました。 

･ 各界のオピニオンリーダーからなる「環の国くらし会議」の開催 

･ 「私の環のくらしハンドブック」、「温暖化防止のための環境学習 DVD 教材」の作成・配付 

･ 温暖化対策製品の普及を目的とした「環のくらしフォーラム」の開催 

･ 「電球型蛍光灯の普及に向けたアクションプラン」の作成 
 

z 地球温暖化対策を地域において推進していくため、温暖化診断を 5 地域協議会（1,279 世帯）、IT
エコドライブを 5 地域協議会（111 台）でモデル事業として実施しました。 

z 冷媒用フロンの回収・破壊を義務づけるフロン回収破壊法が施行されました。 
（業務用冷凍空調機器(14 年 4 月)、カーエアコン(14 年 10 月)） 

 

z 民間事業者などによる京都メカニズム活用を支援するために、国内体制の整備、CDM/JI 事業の実
現可能性調査、及び三重県と共同で排出量取引シミュレーションを実施しました。 

z 地球温暖化対策の実効性を確保するため、米国や途上国を含むすべての国が参加する共通のルール
が構築されるよう最大限の努力を傾けました。また、インターネット等を通じて、途上国に対する
温暖化関連情報の提供やアジア太平洋地域セミナーの開催などにより、途上国との連携を強化する
取組を実施しました。 

 

z 温暖化対策税の具体案を示すためのワーキンググループを設置し、検討しました。 
z 石油特別会計における「歳出のグリーン化」をより一層強力に推進することとし、石油特別会計の

所管大臣として、これまでの経済産業大臣に加えて、環境大臣も共管大臣として位置付けられまし
た。これによって、環境省が行う施策も本会計で予算措置ができるようになりました。 

主要課題 

z 地球温暖化対策推進大綱に盛り込まれた施策の着実な実施。京都議定書の６％削減約束の達成に
は、基準年総排出量の 14％分の削減が必要です。増加が続いている運輸・民生部門を中心に、再
生可能エネルギーの普及促進を含めなお一層の取組が必要です。 

z 米国や途上国を含む全ての国が参加する共通のルール構築に向けた取組が必要です。 

z 第２ステップ（平成 17～19 年）に向けて対策の評価・必要な追加的対策の導入が必要です。 

z 温暖化対策税については、第２ステップに向けての評価・見直しの結果、京都議定書の６％削減約
束達成のために必要とされた場合に備え、具体的な案を示すとともに、更に検討を進め、国民や関

係方面の理解が得られるよう努力していく必要があります。 

これまでの取組 
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《一般廃棄物の発生・処理状況》 
一般廃棄物（家庭ごみ、オフィス・レストラン等 

からの事業系ごみ）の排出量は、平成元年以降、毎 
年約 5,000 万トンでほぼ横ばい傾向が続いています。 
平成 12 年度におけるごみの総排出量は、5,236 万 
トンとなり、東京ドーム 141 個分に相当します。 
また、1 人 1 日あたりのごみ排出量に換算すると、 
1,132 キログラムになります。 
 12 年度における一般廃棄物の再生利用量は、14％ 
で前年度より増加しており、最終処分量についても 
1,050 万トンと順調に削減されています。 

《産業廃棄物の発生・処理状況》 
 産業廃棄物の総排出量は年間約 4 億トンで、横ばい 
傾向にあります。そのうち、再生利用量は 45％と前年度 
より増加しており、最終処分量についても 4,500 万トン 
と順調に減少しています。また、産業廃棄物の不法投棄 
の状況については、ここ数年は 40 万トン前後で推移して 
いましたが、13 年度は約 24 万トンと大幅に減少しまし 
た。一方、投棄件数は 1,150 件と増加しています。 

《最終処分場の残余年数》 
最終処分場の逼迫は特に産業廃棄物において厳しい状況 
にあります。12 年末時点で残余年数が 3.9 年となって 
おり、特に首都圏では 1.2 年と特に厳しい状況となって 
います。 

《ダイオキシン類の排出の現状》 
13 年度における廃棄物焼却施設から排出されたダイオキシン類の排出量は、一般廃棄物焼却施設

で 9 年度比 84％減、産業廃棄物焼却施設で 9 年度比 64％減と年々減少しています。 

《リサイクルの現状》 
容器包装リサイクル法に基づく分別収集総量は、9 年度の約 125 万トンから 13 年度には約 230

万トン、14 年度は 4 月から 12 月までの実績で約 186 万トン（15 年 3 月までの 14 年度では推
計約 260 万トン）と増加傾向にあります。また、家電リサイクル法に基づき、14 年度には約 1,01
０万台の廃家電が家電リサイクルプラント（現在 40 カ所）でリサイクル処理されました。 

《PCB 廃棄物処理の現状》 
 ＰＣＢ廃棄物の処理については、これまで民間団体が中心となって処理施設建設の努力がなされて
きましたが、地元の理解が得られないなどの理由で、処理体制の構築ができず、約 30 年間の長期に
わたりＰＣＢ廃棄物の保管が続いています。 

《汚水処理施設整備の状況》 
汚水処理施設整備率(下水道、浄化槽、農業集落排水処理施設等を含む)。73.7％のうち、浄化槽

による汚水処理施設整備率は、13 年度末に 7.6％となり、前年度より上昇しました。 

現状 

z 地方組織の充実・活用、電子マニフェスト（産業廃棄物管理票）の普及拡大、優良な処理業者の

育成等による産業廃棄物不適正処理対策の強化。過去に不適正処分された産業廃棄物の支障の除

去の計画的実施 

z リサイクル施設、最終処分場、PCB 廃棄物処理施設など廃棄物処理・リサイクル施設の効果的

整備 

z 浄化槽市町村整備推進事業の促進     等 

４：循環型社会構築に向けた廃棄物・リサイクル対策 

42 ,60 0 41 ,500 40 ,800 4 0 ,000 40 ,600

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

8年度 9年度 10年度 11年度 12年度

産
業

廃
棄

物
排

出
量

（
万

ト
ン

）

平成１６年度施策の方向 

5 ,1 16 5 ,1 20 5 ,1 60 5 ,1 45 5 ,236

1 ,1 14 1 ,1 12 1 ,1 18 1 ,114
1 ,132

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

8年度 9年度 10年度 11年度 12年度

ご
み

総
排

出
量

（
万

ト
ン

）

800

900

1,000

1,100

1,200

1
人

1
日

あ
た

り
排

出
量

（
g/

人
日

）

ごみ総排出量 1人1日あたり排出量

 

 38

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《循環型社会システムの構築》 

z 具体的な数値目標（資源生産性、循環利用率、最終処分量）などを示した循環型社会形成推進基本
計画を、法律上の期限を半年以上前倒して 15 年 3 月に策定し、循環型社会の形成に向けての今
後の取組の方向性を提示しました。 

z 容器包装リサイクル法、家電リサイクル法などの個別リサイクル法に基づき、概ね順調にリサイク
ルが進められています。また、14 年７月に、新たに自動車リサイクル法が成立しました。 

z 排出事業者の処理責任の徹底、産業廃棄物の処理基準の設定、事業者等の違法行為に対する厳格な
対応等により、排出抑制、再生利用の促進、最終処分量の削減とも、前年度と比べ進展しています。
更に、不法投棄の未然防止等とリサイクルの推進を図るための廃棄物処理法一部改正が１５年６月
に成立しました。 

z 廃棄物等の適正な輸出入及び特別管理廃棄物の適正な処理の確保のため、違法な輸出入を防止して
います。 

《循環型社会形成のための社会資本整備》 

z ダイオキシン本格規制に対応したごみ焼却施設の整備を行うとともに、汚泥再生処理センター、リ
サイクルプラザ等の廃棄物処理・リサイクル施設を整備してきました。 

z エコタウンプランに基づいて民間業者が行う先進的・先駆的なリサイクル施設に支援を行いまし
た。 

z 健全な水循環に資するため、地域の特性にあった浄化槽の整備を進めています。 

《負の遺産の解消》 

z 不法投棄等の産業廃棄物の不適正処理の防止については、都道府県等の行政処分及び監視体制を強
化し、都道府県等が代執行として行う原状回復措置について現行の基金制度による支援を実施しま
した。また、過去の不法投棄等に対する原状回復措置について新たな枠組みで支援を行うため、特
定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法が 15 年 6 月に成立しました。 

z PCB 廃棄物の処理については、北九州、東京、豊田、大阪、北海道において処理施設の立地が具
体化しました。 

主要課題 

z 循環型社会形成推進基本計画で示した物質フロー会計（数値目標）に関する国際共同研究の推進が

必要です。 
z 不適正処理の防止については、環境省の地方組織を充実・活用しつつ、今般の廃棄物処理法改正に

より盛り込まれた広域的見地からの調整等を効果的に実施するとともに、マニフェスト（産業廃棄

物管理票）の電子化の普及の促進、優良な処理業者の育成等、廃棄物の適正管理方策を強化するこ

とが重要です。過去に不適正処分された産業廃棄物については、支障の除去を計画的かつ着実に推

進することが必要です。 
z 循環型社会構築のために必要とされる３Ｒの取組や廃棄物処理・リサイクル施設の整備及び技術開

発について、重点的・計画的に施策を充実していくことが必要です。 
z 廃炉解体の円滑化と施設整備の効率的実施のための支援の在り方の検討が必要です。 
z 地域の特性にあった汚水処理施設整備のため、市町村主体で実施する浄化槽市町村整備推進事業の

一層の拡充・推進が効果的です。なお、浄化槽の普及についてのさらなるＰＲも必要です。 
z 拠点的処理施設の整備を始めとするＰＣＢ廃棄物処理の推進が必要です。 

これまでの取組 
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《化学物質の排出・移動量の現状》 

現代の社会においては、物の生産 

などに多種多様な化学物質が利用 

され、推計で国内において 5 万種以上 

の化学物質が流通しています。わが国 

では、化学物質審査規制法に基づいて、 

年間 300 物質程度の新規の化学物質 

が届出されています。 

また、PRTR 制度（化学物質排出移 

動量届出制度）の対象化学物質３５４ 

種類について、事業者から届出のあっ 

た平成 13 年度の環境への排出量は約 

３１万４千トン、廃棄物に含まれての 

事業所外への移動量は約 22 万 3 千ト 

ンで、合計で約 53 万 7 千トンでした。 

 

《ダイオキシン類の排出量の現状》 

ダイオキシン類の年間排出量は、13 年は 1,740～1,760g-TEQ（毒性等量＝濃度）で、平成 9

年からの 4 年間で 77％削減されました。 
 

《大気・水環境の現状》 

大気環境は、総じて改善傾向にあります。但し、大都市地域を中心に、自動車排出ガスを主因とす

る二酸化窒素、浮遊粒子状物質の大気汚染状況は依然として厳しい状況にあります。水環境は、健康

項目についての環境基準はほぼ達成されていますが、生活環境項目は、湖沼、内湾等閉鎖性水域にお

いて依然として低い状況にあります。地下水については、硝酸性窒素などによる環境基準の超過率が

高くなっています。 
 

《土壌汚染の現状》 

土壌汚染は、近年、工場跡地や研究機関跡地の再開発・売却事例の増加、環境管理の一環として自

主的な汚染調査を行う事業者の増加、及び自治体における地下水の常時監視の体制整備に伴い、土壌

汚染の判明件数が急激に増加しています。 

 

《その他》 

自然界には存在しない有機ヒ素化合物（ジフェニルアルシン酸）による環境汚染による健康影響が

生じるなど、旧軍の毒ガスに起因すると見られる問題が顕在化しています。 

現状 

z 改正化学物質審査規制法に基づく動植物への影響に着目した審査・規制の実施やリスクコミュニ

ケーションなど化学物質対策の推進 
z 使用過程車の排出ガス低減対策、低公害車の普及促進など、環境基準達成に向けた自動車排出ガ

ス対策の一層の推進 
z 健全な水循環の確保に向けた取組の推進       
z 茨城県神栖町の緊急措置事業や旧軍毒ガス問題に関する調査など、旧軍毒ガス問題への対応 等 

５：環境汚染の防止、安全・安心な生活の確保 

52.3%

40.8%

0.7%

0.1% 2.4%

3.7%

大気への排出 公共用水域への排出 土壌への排出

事業所内埋立処分 事業所外への移動 下水道への移動

全物質合計

排出・移動量

５３万７千トン/年

排出量（58％）

移動量（42％）

平成１６年度施策の方向 
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《化学物質対策の推進》 

z 新たに製造、輸入される化学物質については、化学物質審査規制法により事前審査を行っています。
そのうち人の健康に対する有害性が認められた物質については、その有害性の程度に応じて、製造、
輸入、使用に係る規制を実施しました。また、同法の改正により、化学物質の動植物への影響に着
目した審査・規制制度を導入しました。 

z 環境中の化学物質の残留状況について化学物質環境汚染実態調査を実施するとともに、「環境ホル
モン戦略計画 SPEED’98」に基づき、内分泌かく乱作用の疑いのある化学物質についての評価等

を実施しました。 
z 14 年度より事業者(3 万 5,000 事業所)からの排出量等の届出の受付を開始し、また届出対象外の

排出源からの排出量の推計を行い、第 1 回の集計結果(13 年度 PRTR データ)を 15 年 3 月に公
表しました。 

z 化学物質アドバイザーの育成・登録派遣を開始するとともに、市民、産業及び行政の代表からなる
「化学物質と環境円卓会議」を開催するなど、化学物質に関するリスクコミュニケーションを推進
しています。 

z POPs 条約へ加入し、国内実施計画の策定を開始しました。 

z 規制の強化、廃棄物焼却炉対策などダイオキシン類対策は有効に機能しています。 

z 農薬については、作物残留及び水質汚濁に係る登録保留基準の設定するとともに、14 年度は水産
動植物に係る登録保留基準の改定、農薬取締法改正を受け農薬使用者が遵守すべき基準の設定等を

実施した。 

《大気・水環境保全のための取組》 

z 大気、水、土壌などの環境汚染に対する環境基準の設定や排出規制等の対策の実施、汚染の状況の

監視を行いました。 
z 自動車排出ガス対策としては、自動車 NOx・PM 法を制定し、環境基準の達成が困難な大都市地

域における対策を強化したほか、平成 17 年より自動車単体の排出ガス規制を強化することとしま
した。「低公害車アクションプラン」（13 年 7 月）に基づき、圧縮天然ガス(ＣＮＧ)車など実用段
階にある低公害車を平成 22 年度までのできるだけ早い時期に 1,000 万台以上普及させることを
目指しています。また、健康への影響が懸念されている微小粒子状物質（PM2.5）やディーゼル
排気微粒子（DEP）について、諸調査を実施しました。 

《土壌汚染対策の推進》 

z 市街地等の土壌汚染対策については、土壌汚染対策法が 15 年 2 月に施行され、法の円滑な施行
に向けた分析方法等の告示、指定調査機関の指定等体制整備を行いました。 

《旧軍毒ガス問題への対応》 
z 旧軍毒ガス問題については、茨城県神栖町において健康影響に係る緊急措置や原因究明調査等を実

施するとともに、昭和 48 年の「旧軍毒ガス弾全国調査」のフォローアップ調査に着手しました。

主要課題 

z 動植物影響にも着目した化学物質審査・規制、既存化学物質の安全性点検の推進、PRTR 制度の円
滑な運用、リスクコミュニケーションの推進、内分泌かく乱化学物質問題への対応、POPs 等に係
る国際協調による取組など、化学物質対策の一層の推進が必要です。 

z 二酸化窒素、浮遊粒子状物質について、「22 年度までに環境基準をおおむね達成すること」等の
目標達成に向けて、自動車排出ガス対策を含む各般の対策の総合的推進が必要です。 
また、「自動車 NOx・PM 法」の適切・円滑な実施のため、事業者に対する支援措置が重要です。

z 健全な水循環の確保に向けた具体的な対策の推進、土壌環境対策制度の円滑な運用が必要です。 

z 茨城県神栖町の緊急措置事業及び原因究明などの着実な実施が必要です。 
z 未然防止の観点から、徹底した全国調査の実施及び法的措置も含めた幅広い方策の検討が必要で

す。 

これまでの取組 
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《わが国の自然環境の現状》 

わが国の自然環境は、第 4 回自然環境保全調査（平成 2～4 年度）によると、第 3 回調査（昭和

58～61 年度）との比較から、自然林、二次林が減少し、植林地、市街地、造成地等が増加傾向に

あります。また、湖岸、海岸では、自然湖岸や海岸が減少し、人工湖岸や海岸が増加しています。

くわえて、藻場や干潟も減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《わが国の野生生物種の現状》 

わが国は、亜熱帯から亜寒帯にわたる気候帯や起伏に富み標高差のある国土といった自然環境を有

し、動物は脊椎動物約 1,400 種、無脊椎動物約 35,000 種、植物は維管束植物約 7,000 種など多

様な生物種の生息が可能となっています。 
 

《わが国の生物多様性の危機》 

しかしながら、わが国では現在多くの種が存続を脅かされ、これらの種の絶滅を防ぐことが喫緊の

課題となっています。絶滅のおそれのある野生生物の種を取りまとめたレッドリストでは、哺乳類、

両生類、汽水・淡水魚類、維束植物の 2 割強、爬虫類の 2 割弱、鳥類の 1 割強にあたる 2,663 種

が絶滅の恐れのある種として分類されています。 
 

《里地里山の現状》 

里地里山は、生物多様性保全上で重要な役割を担っていますが、近年の過疎化等による管理放棄、

都市近郊での宅地、道路等の開発行為による土地利用転換などにより、里地里山の消失や質の低下が

顕在化しています。 
 

《生物種の移入による在来種への影響》 

国外あるいは地域外からの生物種の移入は、他の種を補食することや生息場所を奪うことにより在

来種を圧迫し、在来の近縁な種と交雑することによって生態系をかく乱し、生物多様性の減少をもた

らすことが懸念されています。 

現状 

z 移入種による生物多様性への悪影響を予防・軽減するための措置など移入種対策に関する制度の

確立 
z 国立公園の質の一層の向上、自然体験学習の推進 
z 里地里山の保全・再生の推進     等 
 

平成１６年度施策の方向 

６：生物多様性の保全 

第3回調査

18.2%

5.4%

19.1%

24.7%

20.9%

1.1%

4.0%

1.6%

1.6%

1.8%

0.4%
1.1%

0.0%

第４回調査

1.1%

18.0%

5.4%

18.7%
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1.8%
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21.0%
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0.4%

4.2%

自然草原

自然林

二次林(自然林に近いもの）

二次林

植林地

二次草原(背の高い草原）

二次草原(背の低い草原）

農耕地(樹園地）

農耕地(水田･畑）

市街地･造成地等
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《生物多様性の保全のための取組》 

● 新・生物多様性国家戦略（14 年 3 月全面改定）が示す①種の絶滅、湿地の減少、移入種問題など

への対応としての「保全の強化」、②保全に加えて失われた自然をより積極的に再生、修復してい

く「自然再生」の提案、③里地里山など多義的な空間における「持続可能な利用」の大きな 3 つの

柱に基づき、国内希少野生動植物種の指定、生息地等保護区の指定、自然公園法の改正、保護地域

の指定・管理等の施策を実施しました。 

● 国立公園としては 28 か所、国土の 5.45％が指定され、国定公園・都道府県立自然公園とあわせ

ると国土の約 14％が自然公園として指定されています。 

● 国内希少野生動植物種の生息地等保護区として７地区が指定されています。 

● 自然公園の適正な保護及び利用の増進を図るための公園計画については、概ね 5 年ごとに見直すこ

ととしており、平成 14 年度は 7 地域の国立公園について公園区域及び公園計画の見直し、国定公

園についても 3 地域の公園区域及び公園計画の見直しを行いました。 

● 移入種問題に関する専門家による検討会を設置し 14 年 8 月に「移入種(外来種)の対応方針」を取

りまとめ、さらに具体的な対策の検討を進めるため、15 年１月に中央環境審議会へ諮問しました。
 

《自然環境に係る調査研究の推進》 

z 第 6 回自然環境保全基礎調査として、植生、動植物分布、浅海域データ等の蓄積を実施しました。

z 全国に 1,000 箇所の定点を設定して、生態系に係る長期的なモニタリングを展開するモニタリン

グサイト 1,000（15 年度から実施）の実施内容を検討しました。また、重要湿地 500 について、

その保全の検討を進めるとともに、インターネット自然研究所に重要湿地に関する情報を掲載し、

普及啓発活動を行いました。 
 

《自然再生事業の推進》 

z 関係各省の連携と専門家、地元自治体、NPO、地域住民の参加のもと、過去に失われた自然環境

の再生に着手しました。釧路湿原における蛇行河川の復元、湿地の再生、集水域の広葉樹林の復元

や、埼玉県くぬぎ山における里山の再生が具体的取組としてあげられます。 

z 自然再生について基本理念を定め、自然再生推進の具体的な手順を示した自然再生推進法が成立、

施行されました。自然再生基本方針を策定するなど同法の運用のための体制を整備しています。 
 

《国際的な取組に対する対応》 

z 遺伝子組換え生物については、遺伝子組換え生物の輸出入に関する国際的な枠組みを定めたカルタ

ヘナ議定書が採択され、この議定書に対応する国内担保法の整備を行い、遺伝子組換え生物等の使

用等の規制による生物の多様性確保に関する法律案を国会に提出し、15 年 6 月に成立しました。

z ワシントン条約等の適切な履行など、自然環境保全分野での国際協力を推進しています。 

主要課題 

z 移入種対策の制度化に向けた取組の検討が必要です。 
z 国立公園が観光立国政策を支える柱の一つであることを踏まえ、自然保護対策の充実やエコツーリ

ズムの推進を図るのみならず、温暖化対策、廃棄物対策等の環境対策を総合的・重点的に講ずるこ

とが必要です。 
z 都市近郊などを含めた里地里山の保全と持続可能な利用に関して、関係省庁・機関・団体等の各主

体の連携による取組を促進することが必要です。 
z 自然再生の更なる推進が必要です。 
z 都市住民にも親しみうるような身近な生物の生息空間（ビオトープ）の整備による自然と共生した

生活環境の形成・充実が必要です。 
z 自然体験学習の推進が必要です。 

これまでの取組 
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１：環境と経済の統合を目指した取組 
 

●ISO14001 

 ISO(国際標準化機構)による環境マネジメントシステムの

仕様を定めた国際規格で、ISO 規格に沿った環境マネジメン

トシステムを構築する際に守らなければいけない事項が盛

り込まれています。 

 

●環境活動評価プログラム（エコアクション 21） 

 中小事業者等の幅広い事業者に対して、自主的に「環境へ

の関わりに気づき、目標を持ち、行動する」ことができる、

環境マネジメントの簡易な方法を提供する目的で策定され

たプログラムです。このプログラムに参加することにより、

中小事業者でも、簡易な方法により環境保全への取組が展開

でき、かつその結果を「環境行動計画」として取りまとめて、

公表できるように工夫されています。ISO14031（環境パフォ

ーマンス評価の国際規格）との整合性も図られています。 

 

●エコタウン事業 

 エコタウン事業は、「ゼロ・エミッション構想」（ある産業

から出るすべての廃棄物を新たに他の分野の原料として活

用し、あらゆる廃棄物をゼロにすることを目指す構想）を地

域の基本構想として位置づけ、同時に地域振興の基軸として

推進することにより、先進的な環境調和型まちづくりを進め

るために平成９年度に創設された制度。 

 

 

２：地域からの環境問題への取組の支援 
 

●環境カウンセラー 

環境保全に関する専門的知識や豊富な経験を有し、環境

省の実施する審査に合格し、その知識や経験をもとに市民･

事業者等の環境保全活動に対して助言等を行うことのでき

る人材。 

 

●こどもエコクラブ事業 

環境省が、地方公共団体との連携の下、全国の小中学生

を対象に自主的に環境に関する学習・活動を行うクラブの設

立を呼び掛け、クラブの子どもたちが地域の中で楽しみなが

ら学習・活動ができるようプログラムや情報の提供等を行っ

ている事業。 

 

●子どもパークレンジャー事業 

 子どもたちが、全国各地の国立公園等において自然保護官

（レンジャー）の行う環境保全活動や利用指導に参加するこ

とにより、自然保護や環境保全の大切さを学ぶ事業。 

 

●地球環境パートナーシッププラザ 

 環境省が国連大学と共同で運営する機関で、NPO、企業、

行政機関の対等で互いを尊重したパートナーシップの促進

のために設立された。社会を構成する各主体の活動やパート

ナーシップについての情報収集･提供のほか、NPO 活動支援

やパートナーシップ促進のための調査･研究、提言活動も行

っている。 

 

３：地球温暖化対策 
 

●IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change） 

気候変動に関する政府間パネル。地球温暖化問題につい

て科学的な評価を行う公式の場として UNEP（国連環境計画）

と WMO（世界気象機関）の共催により 1988 年 11 月に設置さ

れ、各国の科学者・専門家の検討により科学的、技術的知見

を提供している。 

 
●温室効果ガス 

 大気を構成する気体であって、赤外線を吸収し再放出する

気体。京都議定書では、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、

一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン（HFCs）、

パーフルオロカーボン（PFCs）、六フッ化硫黄（SF6）の 6物

質が温室効果ガスの削減対象とされている。 

 

●気候変動枠組条約 

 地球温暖化防止に対する取組を国際的に協調して行って

いくため、1992 年（平成 4年）5月に採択され、1994 年（平

成 6 年）3 月 21 日に発効した。本条約は、気候系に対して

危険な人為的影響を及ぼすこととならない水準において、大

気中の温室効果ガス濃度を安定化することをその究極的な

目的とし、締約国に温室効果ガスの排出・吸収目録の作成、

地球温暖化対策のための国家計画の策定とその実施等の各

種の義務を課している。 
 

●京都議定書 

 1997 年（平成 9年）12 月に京都で開催された気候変動枠

組条約第 3回締約国会議において採択されたもので、先進各

国等の温室効果ガスの排出量について法的拘束力のある数

値約束が決定されるとともに、排出量取引、共同実施、クリ

ーン開発メカニズム等の仕組みが合意された。 

 

●地球温暖化対策に関する基本方針 

 国、地方公共団体、事業者及び国民といった各主体が講ず

べき措置に関する基本的事項等を定めたもの。 

 

●地球温暖化推進大綱 

 平成 9 年 12 月の京都議定書の採択を受けて、内閣に設置

された地球温暖化対策推進本部(本部長:内閣総理大臣)が平

成 10 年 6月に決定。平成 14 年 3月に改訂され、京都議定書

の 6％削減約束を履行するための具体的裏付けのある対策

の全体像を明らかにし、100 種類を超える個々の対策・施策

のパッケージをとりまとめた。 

 
●京都メカニズム （JI・CDM・排出量取引） 

 京都議定書で、国際的に協調して排出目標を達成するた
めに導入された措置で、①共同実施（ JI ： Joint 

Implementation）、②クリーン開発メカニズム（CDM：Clean 

Development Mechanism）、③排出量取引（Emissions Trading）

の 3つをいう。共同実施は、排出削減義務のある先進国が他

の先進国において排出削減事業を行い、事業により生じた排

出削減枠を事業のホスト国から投資国に移転させる制度。ク

リーン開発メカニズムは、排出削減義務のある先進国が、義

務のない途上国で排出削減事業を実施し、事業により生じた

参考：語句説明 
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排出削減枠を先進国が獲得できる制度。国際排出量取引は、

排出枠の売買を認める制度。 

 

●CDM/JI →京都メカニズム参照 

 

４：循環型社会構築に向けた廃棄物リサイクル対策 
 

●PCB 廃棄物 

 ポリ塩化ビフェニル、ポリ塩化ビフェニルを含む油や又は

ポリ塩化ビフェニルが塗布され、染み込み、付着し、若しく

は封入されたものが廃棄物となったもの（ポリ塩化ビフェニ

ル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第 2条）。 
 

 

５：環境汚染の防止、安全・安心な生活の確保 
 

●浮遊粒子状物質 

 大気中に浮遊する粒子状の物質（浮遊粉じん、エアロゾル

など）のうち粒径が 10μm（マイクロメートル）（μm＝1,000

分の 1mm）以下のものをいう。 

 

●健康項目 

 環境基本法に基づく水質汚濁に係る環境基準のうち、人の

健康を保護する上で維持することが望ましい基準として定

められた環境項目で、公共用水域の水質汚濁に係るものと地

下水の水質汚濁に係る環境基準がある。 

 
●生活環境項目 

 水質汚濁防止法施行令に基づく生活環境を保全する上で

維持することが望ましい基準として環境基準が定められた

環境項目で、河川、湖沼、海域ごとに利用目的に応じた水域

類型を設けてそれぞれ基準値を定めている。 

 

●「環境ホルモン戦略計画 SPEED’98」 

 環境省(当時環境庁)における研究班の調査結果及び外国

の研究者の招聘、OECD へのわが国研究者派遣等を通じて、

外因性内分泌かく乱化学物質(いわゆる環境ホルモン)問題

についての環境省の基本的考え方と今後の具体的な対応方

針を取りまとめたもの。対応方針を定めるにあたって判断根

拠とした科学的知見の概要も収録されている。 

 

●POPs 条約 

POPs とは、環境中で分解されにくく、生物の体内に蓄積

されやすく毒性を有するといった性質を持つ PCB、DDT、ダ

イオキシン等の残留性有機汚染物質（Persistent Organic 

Pollutants）のことで、一部の国々の取組のみでは地球環境

汚染の防止には不十分であり、国際的に協調して POPs の廃

絶、削減等を行う必要性から、2001 年 5 月、採択された。

対象物質の製造、使用の原則禁止及び原則制限、POPs を含

む廃棄物の適正管理･処理等の内容が盛り込まれている。 

 

●自動車 NOx・PM 法 

 同法は、大都市地域の深刻な大気汚染を背景として、指定

された対策地域において、窒素酸化物（NOx）と粒子状物質

（PM）について、大気環境基準を平成 22 年までに概ね達成

することを目標に、平成 13 年に成立した(NOx に関しては平

成 4 年成立の自動車 NOx 法の改正)。同法律では、一定の自

動車(トラック・バス及びディーゼル乗用車)に関してより

NOx や PM の排出の少ない車を使うよう｢車種規制｣が盛り込

まれており、これにより大都市地域で所有し、使用できる車

が制限されることになった。 

 
●ディーゼル排気粒子（DEP） 

 ディーゼル自動車から排出される粒子状物質のことで、発

がん性のおそれなど人の健康への悪影響が懸念されている。 
 

 

６：生物多様性の保全 
 

●新・生物多様性国家戦略 

 私たちの子孫の代になっても、生物多様性の恵みを受け取

ることが出来るように、生物多様性の保全と持続可能な利用

に関する基本方針と国のとるべき施策の方向を定めたもの。

平成 7年に生物多様性国家戦略が策定された後、地球環境保

全に関する関係閣僚会議において 14 年 3 月に見直され、

「新･生物多様性国家戦略」の決定に至った。  

 

●カルタヘナ議定書 

 遺伝子組換え生物の利用等による生物多様性への影響を

防止するために、輸出入に関する国際的な枠組みを定めた議

定書。「生物多様性に関する条約」に基づく議定書として、

2000 年（平成 12 年）1月に採択されているが、締約国が 50

カ国に達した後 90 日で発効することになっている（平成 15

年 4月現在 47 カ国と欧州共同体が締結している）。 

 

●ワシントン条約 

 野生動植物の特定の種が過度の国際取引により絶滅の危

機に瀕している事実を踏まえ、その国際取引の規制を輸出国

と輸入国とが協力して実施することにより、生息地における

無秩序な採取捕獲を抑制し、絶滅のおそれのある野生動植物

の保護を図ることを目的としている。1973 年 3 月、米国の

ワシントンで採択された。 

 

●エコツーリズム 

エコロジー(Ecology)とツーリズム(Tourism)を組み合わ

せた造語。動植物などの自然資源に恵まれた地域で、自然環

境との共存を図りながら、自然観察を行ったり、先住民の生

活や歴史を学んだりする滞在型の観光のあり方を目指すも

の。 

 




